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₁．　趣　　　　　旨

　ふるさと納税をめぐる不適切な返礼品問題が多発してきたため，₂₀₁₉年

₆ 月 ₁ 日施行の地方税法改正により，ふるさと納税寄附金の対象となる地

方公共団体を総務大臣が指定する仕組みが導入された。これにより，静岡

県小山町，大阪府泉佐野市，和歌山県高野町，佐賀県みやき町の ₄市町が

対象から除外された。₂₀₁₉年₁₀月₂₄日の「日本経済新聞」は，これら ₄市

町において基金（積立金）が肥大化し，「財政規模に照らして巨額の寄付を

使い切れていない現状が浮き彫りになった」と報じている。さらに同年₁₁

月 ₅ 日の「読売新聞」によれば，泉佐野市がふるさと納税による寄附金を

利用して積み立てた特定目的基金を返礼品購入などの目的外に使用してい

たことが判明したため，条例改正を求められているという。

　ふるさと納税に関する研究は非常に多い半面，その使途については，橋

本・鈴木（₂₀₁₅）や総務省による一連の調査に限られる。使途のなかでも，

特にふるさと納税と地方債残高ならびに基金残高の問題にかかわる研究は

ないようである。そこで本稿では，総務省の「市町村別財政状況調」「地方

財政状況調査」「ふるさと納税に関する現況調査」などを用いて，東京特別

区を除く₁,₇₁₈市町村を対象にフロー・ストック両面から下記の点について

分析・検討する。

①ふるさと納税寄附金の増加に伴って歳入構造にどのような影響がみられ

るか。モラルハザードは起きていないか（地方税徴収，不納欠損など）。

②ふるさと納税寄附金の増加によって歳出構造にどのような影響がみられ
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るか（目的別歳出のうち単独事業費の割合，人件費のうち臨時職員給与，

物件費のうち賃金など）。返礼品などの費用はどれくらいの規模か。

③ふるさと納税寄附金によって基金残高は増大しているか（性質別歳出の

うち積立金，歳計剰余金処分）。地方債発行額と地方債元利償還金の関

係，基金取崩し額と基金積立額の関係はどう変化したか。

　以下，第 ₂節でふるさと納税寄附金などの動向と先行研究を概観する。

第 ₃節で本稿の研究対象を設定し，その属性や特徴を整理する。設定され

た研究対象とその対照群を比較しながら，第 ₄節で財政状況と歳入構造を

分析し，第 ₅節で歳出構造，歳出の財源構成，返礼品などの費用の内訳な

どについて分析する。これらの分析をふまえたうえで，第 ₆節で基金残高

と地方債残高の変化について検討する。第 ₇節はまとめである。

₂．　研 究 の 背 景

（1）ふるさと納税寄附金，地方債残高，基金残高

　市町村（以下，東京特別区を含まない）におけるふるさと納税の総額は，

制度が導入された₂₀₀₈年度とその翌年度には連続して₆₅億円，₂₀₁₀年度に

は₇₃億円にすぎなかった。東日本大震災が発生した₂₀₁₁年度に₁₀₀億円に

なったものの，₂₀₁₂年度には₈₀億円に減少した。ところが₂₀₁₃年度に₁₂₈億

円，₂₀₁₄年度に前年度比₂.₉倍の₃₇₀億円，₂₀₁₅年度に同₄.₄倍の₁,₆₁₈億円，

₂₀₁₆年度に同₁.₇倍の₂,₈₀₂億円，₂₀₁₇年度に同₁.₃倍の₃,₆₀₂億円，そして

₂₀₁₈年度には同₁.₄倍の₅,₀₇₄億円に飛躍的に増大した₁︶。₂₀₁₅年度には控

除限度枠の拡大と「ワンストップ特例制度」の創設という制度改正がおこ

なわれている。

　この間，歳入科目の ₁つである寄附金については，東日本大震災が起き

た₂₀₁₁年度に₇₁₆億円を記録したが，₂₀₀₈～₂₀₁₂年度には₄₀₀億円台後半か

 ₁） 東京特別区に対するふるさと納税寄附金は，₂₀₁₄～₂₀₁₆年度に₂₃区合計で ₅～
₈億円であったが，₂₀₁₇年度に₁₆億円に増大し，₂₀₁₈年度には₁₁億円になってい
る。₂₀₁₇年度の場合，市区町村全体の₀.₄％にあたる。
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ら₅₀₀億円台半ばで推移した。その後，ふるさと納税による寄附金の増加に

伴って₂₀₁₃年度₆₁₁億円，₂₀₁₄年度₇₆₀億円，₂₀₁₅年度₂,₀₅₀億円，₂₀₁₆年度

₃,₂₁₉億円，そして₂₀₁₇年度には₄,₀₂₇億円に増大した。寄附金に占めるふ

るさと納税寄附金の割合は，₂₀₀₈～₂₀₁₂年度には₁₀％台であり，従来の寄

附金が圧倒的であったが，₂₀₁₃年度に₂₁.₀％，₂₀₁₄年度に₄₈.₇％と拡大し，

さらに₂₀₁₅年度には₇₈.₉％，₂₀₁₆年度には₈₇.₀％，₂₀₁₇年度には₈₉.₄％と

なり，寄附金全体のほぼ ₉割を占めるに至っている。

　市町村における地方債残高は₂₀₀₈年度の₅₄兆₇,₆₅₄億円から小さな起伏は

あったものの，₂₀₁₇年度には₁,₃₈₉億円（₀.₃％）増の₅₄兆₉,₀₄₃億円になっ

ている。ただし，₂₀₁₄年度の₅₄兆₉,₁₈₉億円に比較すれば些少とはいえ約

₁₄₆億円減少している。

　市町村の基金残高は₂₀₀₈年度の ₇兆₆,₆₉₈億円から一貫して増加し，₂₀₁₄

年度には ₄兆₈,₈₂₅億円（₆₃.₇％）増の₁₂兆₅,₅₂₃億円，₂₀₁₇年度にはさら

に₃,₂₀₇億円（₂.₆％）増の₁₂兆₈,₇₃₀億円に達している。これは，同年度に

おける市町村の地方税収入総額の ₇割強に匹敵する規模である。このうち

財政調整基金は₂₀₀₈年度の ₂兆₇,₂₀₇億円から₂₀₁₇年度には ₄兆₈,₇₁₁億円

へ₇₉.₀％増，減債基金は₈,₅₈₉億円から ₁兆₃,₅₃₂億円へ₅₇.₆％増，その他

の特定目的基金は ₄兆₉₀₂億円から ₆兆₆,₄₈₇億円へ₆₂.₆％増であった。財

政調整基金の伸びが最も大きいが，寄与度では特定目的基金が₃₃％であり，

財政調整基金の₂₈％を上回っている。

（2）関連研究の動向

　ふるさと納税制度については，制度の開始直後から最近に至るまで，さ

まざまな研究がおこなわれている。制度の内容や課題については，橋本・

鈴木（₂₀₁₆），佐藤（₂₀₁₈），深澤（₂₀₁₉）などで詳細に検討されている。

佐藤（₂₀₁₈），深澤（₂₀₁₉）でも，ふるさと納税による国・地方財政への影

響について言及しているが，橋本（₂₀₁₉）は，手続きの簡素化に伴って利

用者が拡大すれば，国・地方財政への影響が顕在化しうることを憂慮して
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いる。ふるさと納税寄附金の使途については，橋本・鈴木（₂₀₁₅）が事例

的に調査しているほか，嶋田（₂₀₁₉）が使途と返礼品について類型的に整

理し，概説的な評価をおこなっている。個別の使途にかかわる研究として

は，教育費に関する松岡（₂₀₁₇），スポーツ産業に関する萩原（₂₀₁₉）など

がある。

　一方，市町村の基金に関する最近の研究については，伊藤（₂₀₁₈b）で

整理しているとおり，宮下・鷲見（₂₀₁₇a，₂₀₁₇b），宮下（₂₀₁₇），鈴木

（₂₀₁₇a，₂₀₁₇b），鷲見（₂₀₁₈），伊藤（₂₀₁₈a，₂₀₁₈b），前田（₂₀₁₈），立

岡（₂₀₁₉）などがある。₂₀₀₉～₂₀₁₅年度における市町村の基金残高の変化

を検討した伊藤（₂₀₁₈b）では，地方債残高を微増させつつ基金残高を累

増させている背景の ₁つとして，国から地方への移転財源の増大などによ

り歳計剰余金が拡大していることを指摘している。

（3）分析・検討の留意事項

　本稿の対象年次は₂₀₁₄年度と₂₀₁₇年度の ₂ヵ年とする。₂₀₁₄年度という

のは，前述のようにふるさと納税寄附金が前年度から ₃倍近く急増した年

次である。都道府県・市町村のふるさと納税寄附金の額は，本稿作業中の

₂₀₂₀年 ₃ 月時点では₂₀₁₈年度の数値が公表されているが，総務省「市町村

別決算状況調」などと比較するため，₂₀₁₇年度を対象にする。対象団体は

東京特別区を除く₂₀₁₇年度時点の₁,₇₁₈市町村である₂︶。

　₁,₇₁₈市町村のなかでも，ふるさと納税寄附金の額が突出している市町村

を中心に取り上げ，その対照群と比較しながら，ふるさと納税寄附金の使

途，地方債残高ならびに基金残高との関係などについて検討する。

　ふるさと納税寄附金獲得への取り組みは，自主財源や財政移転の状況に

関係すると予想されるため，分析・検討に際しては，「平成の大合併」の経

 ₂） 東京特別区は地方税の仕組みなどが普通公共団体と異なるため，本稿では除外
する。栃木県岩舟町は栃木市に含めている（₂₀₁₄年 ₄月編入）。₂₀₁₆年₁₀月に単独
市制施行した宮城県富谷市は，₂₀₁₄年度時点でも都市として扱っている。
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験，東日本大震災にかかる特定被災地の指定状況，国策との関連（特定防

衛施設周辺整備調整交付金，国有提供施設等所在市町村助成交付金，電源

立地地域対策交付金）などにも留意する₃︶。

₃．　研　究　方　法

（1）対象市町村

　最初に，₂₀₁₇年度におけるふるさと納税寄附金の状況を概観しておこう。

図表 ₁は，人口 ₁人当たりふるさと納税寄附金の額を ₈ランクに区分し，

これらの区分ごとにふるさと納税寄附金の件数や金額をみたものである。

　人口 ₁人当たり寄附金額₁₀₀円未満の市町村が合計で₁₆₁団体（₉.₄％）み

られる一方， ₁万円以上 ₅万円未満が₂₅₈団体（₁₅.₀％）， ₅万円以上が₉₀

団体（₅.₂％）もある。全市町村平均では₁₄,₆₄₅円である。人口 ₁人当たり

寄附金額が大きくなるにつれて， ₁団体当たりの寄附件数も寄附金額も増

大している。 ₁団体当たりの寄附件数は全市町村平均でちょうど ₁万件で

あるが，人口 ₁人当たり寄附金額が ₁万円以上 ₅万円未満の市町村で ₂万

件を超え， ₅万円以上の市町村では ₇万件を超えている。また， ₁団体当

たりの寄附金額は，₅,₀₀₀円未満の市町村では ₁億円に満たないが，₅,₀₀₀

円以上 ₁万円未満の市町村で ₂億円台， ₁万円以上 ₅万円未満の市町村で

₅億円近くに増大し， ₅万円以上の市町村では₁₄億円近くになっている。

全市町村平均では ₂億₉₆₇万円である。

 ₃） ₁,₇₁₈市町村のうち「平成の大合併」を経験した市町村は₅₉₀市町村である。特
定被災地市町村とは，「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に
関する法律第二条第二項及び第三項の市町村を定める政令」（平成₂₃年政令第₁₂₇
号）に定める特定被災地方公共団体および同令に定める特定被災区域内の特定被
災地方公共団体以外の₂₂₇市町村（平成₂₄年 ₂月₂₂日改正）である。防衛施設・国
有施設立地市町村とは，国有提供施設等所在市町村交付金または国庫支出金のう
ち特定防衛施設周辺整備調整交付金を交付されている₃₀₆市町村である（₂₀₁₇年
度）。電源立地市町村とは，国庫支出金のうち電源立地地域対策交付金または都道
府県支出金のうち国庫財源を伴う電源立地地域対策交付金を交付されている₅₉₈市
町村をいう（同）。
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　 ₁件当たり寄附金額は全市町村平均では₄₄,₇₇₈円であるが，人口 ₁人当

たり寄附金額が₁₀₀円未満の市町村で ₅万円台，₁₀₀円以上₅₀₀円未満の市町

村で ₇万円台と高いのに対し，₅₀₀円を超える市町村では ₃万円台にむしろ

低下している（ ₁万円以上 ₅万円未満の市町村では ₄万円台であるが）。人

図表 ₁　ふるさと納税寄附金の状況（₂₀₁₇年度）

人口 ₁人当たり
寄附金額

該当数

（団体）

寄附件数

（件）

寄附金額

（百万円）

₁件当たり
寄附金額
（円）

₁₀円未満 ₂₅ ₇₁₇ ₃₀ ₅₁,₃₀₂
₁₀～₁₀₀円 ₁₃₆ ₄₂,₉₈₁ ₁,₄₁₈ ₅₉,₁₇₄
₁₀₀～₅₀₀円 ₂₉₉ ₃₀₃,₄₈₇ ₈,₉₄₁ ₇₃,₈₅₀
₅₀₀～₁,₀₀₀円 ₂₀₁ ₃₇₈,₈₈₇ ₉,₁₇₃ ₃₅,₇₉₁
₁,₀₀₀～₅,₀₀₀円 ₅₂₉ ₂,₃₃₁,₈₈₀ ₅₂,₂₅₈ ₃₅,₁₆₅
₅,₀₀₀～ ₁ 万円 ₁₈₀ ₁,₅₄₆,₄₅₆ ₃₈,₇₉₅ ₃₄,₈₅₉
₁ 万～ ₅万円 ₂₅₈ ₆,₀₄₈,₄₀₅ ₁₂₄,₆₆₈ ₄₀,₄₀₄
₅ 万円以上 ₉₀ ₆,₅₂₇,₄₃₈ ₁₂₄,₉₃₃ ₃₃,₆₅₄

合計・平均 ₁,₇₁₈ ₁₇,₁₈₀,₂₅₁ ₃₆₀,₂₁₆ ₄₄,₇₇₈

人口 ₁人当たり
寄附金額

該当数

（団体）

₁団体当たり
寄附件数
（件）

₁団体当たり
寄附金額
（千円）

₂₀₁₄～₁₇年度
変化幅
（円）

₁₀円未満 ₂₅ ₂₉ ₁,₂₁₀ －₂
₁₀～₁₀₀円 ₁₃₆ ₃₁₆ ₁₀,₄₂₈ －₄
₁₀₀～₅₀₀円 ₂₉₉ ₁,₀₁₅ ₂₉,₉₀₂ ₁₃₇
₅₀₀～₁,₀₀₀円 ₂₀₁ ₁,₈₈₅ ₄₅,₆₃₇ ₅₅₂
₁,₀₀₀～₅,₀₀₀円 ₅₂₉ ₄,₄₀₈ ₉₈,₇₈₇ ₁,₈₉₀
₅,₀₀₀～ ₁ 万円 ₁₈₀ ₈,₅₉₁ ₂₁₅,₅₂₈ ₅,₈₃₀
₁ 万～ ₅万円 ₂₅₈ ₂₃,₄₄₃ ₄₈₃,₂₀₈ ₁₉,₇₃₈
₅ 万円以上 ₉₀ ₇₂,₅₂₇ ₁,₃₈₈,₁₄₂ ₁₇₁,₈₃₇

合計・平均 ₁,₇₁₈ ₁₀,₀₀₀ ₂₀₉,₆₇₂ ₁₃,₂₄₇

（注）₁．総務省「各自治体のふるさと納税受入額及び受入件数（平成₂₀年
度～平成₃₀年度）」から作成。

₂．平均は各区分の市町村の算術平均。₁団体当たりは各区分の合計
÷市町村数。
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口 ₁人当たり寄附金額が₅₀₀円未満と小規模であっても ₁件当たり寄附金額

が比較的大きい理由として，これらの市町村では法人による寄附が比較的

多いことが考えられる₄︶。

　₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における人口 ₁人当たり寄附額の平均変化幅についてみ

ると，人口 ₁人当たり₁₀₀円未満の₁₆₁市町村では変化幅はマイナスである。

これらの市町村においては，ふるさと納税寄附金がもともと少ないうえ，

₂₀₁₄～₂₀₁₇年度にほとんど変化していないどころか，算術平均では減少し

ている。ふるさと納税寄附金額が大きいほど，平均変化幅も大きい。人口

₁人当たり₁₀₀円以上₁,₀₀₀円未満の市町村では変化幅は数百円にとどまる

が，₁,₀₀₀円以上₅,₀₀₀円未満の市町村では₁,₈₉₀円，₅,₀₀₀円以上 ₁万円未

満の市町村では₅,₈₃₀円，₁万円以上 ₅万円未満の市町村では₁₉,₇₃₈円，そ

して ₅万円以上の市町村では₁₇万円を超えている。 ₅万円以上の₉₀市町村

で平均変化幅が大きいのは，上位の小規模町村の変化幅が突出しているか

らである₅︶。

　₂₀₀₈年度から₂₀₁₂年度まで，これら₉₀市町村におけるふるさと納税寄附

金の合計は，全市町村のふるさと納税寄附金総額の ₃～ ₄％程度にすぎず，

市町村数のシェアの₅.₂％より低いほどであった。ところが₂₀₁₃年度に

₉.₈％に上昇したあと，全国的に寄附額が急増した₂₀₁₄～₂₀₁₆年度に₂₀％台

に跳ね上がり，₂₀₁₇年度には₃₄.₇％，₂₀₁₈年度には₄₃.₈％を占めるに至っ

 ₄） 総務省「ふるさと納税に関する現況調査」では，ふるさと納税寄附金の件数と
金額について「個人・法人を区別できない」市町村を尋ねている。₂₀₁₇年度の場
合，全市町村のうち₃₉₉団体（₂₃.₂％）で「区別できない」としている。当然，人
口 ₁人当たり寄附件数が多いと区別が困難という回答が増えており，寄附金額 ₅
万円以上の₉₀市町村では₄₆団体（₅₁.₁％）にのぼる。一方，₁₀₀円未満の₁₆₁市町
村では ₅団体（₃.₁％）にすぎない。このうち寄附件数₁₀件未満の ₈市町村におけ
る ₁件当たり寄附金額はほぼ₃₀万円である。
 ₅） ₂₀₁₇年度における人口 ₁人当たりふるさと納税寄附金が第 ₁位の奈良県北山村
（人口₄₄₉人）では，₂₀₁₄年度の総額約₆₃万円（ ₁人当たり₁,₃₇₄円）から₂₀₁₇年度
には₁₂.₇億円（同₂₈₄万円）へ，第 ₂位の高知県奈半利町（人口₃,₂₇₁人）では総
額₂.₃億円（同₆₅,₉₄₆円）から₃₉.₀億円（同₁₁₉万円）に増大するなど，上位 ₆団
体で変化幅が₅₀万円を超えている。
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ている₆︶。₂₀₁₇年度の場合，これら₉₀市町村の寄附件数のシェアは₃₈.₀％

であり，相対的に小口の寄附金をより多く集めていることが分かる。

　本稿の関心は，ふるさと納税寄附金による市町村の歳入・歳出構造，基

金残高および地方債残高への影響や問題点を分析・検討することである。

そこで以下では，人口 ₁人当たりふるさと納税寄附金額が ₅万円以上の₉₀

市町村を分析対象とする₇︶。₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における全市町村のふるさと

納税寄附金の増分の₃₆.₃％，地方債残高の減少分の₈₄.₉％，基金残高の増

分の₂₈.₂％は，これらの「突出群」の寄与によるものである。

（2）対象市町村の設定

　これらの突出した₉₀市町村と最も対照的なのは，人口 ₁人当たりふるさ

と納税寄附金額が₁₀₀円未満であり，₂₀₁₄～₂₀₁₇年度にそれが減少している

 ₆） ₁,₇₁₈市町村の人口 ₁人当たりふるさと納税寄附金に関する変動係数は，₂₀₁₄
年度の₅.₇₇（ジニ係数は₀.₄₉₃）から₂₀₁₇年度には₅.₉₆（同₀.₄₉₅）にそれぞれ上
昇している。また，松下貢『統計分布を知れば世界が分かる』（中央公論新社，
₂₀₁₉年）にならって，横軸を人口 ₁人当たりふるさと納税寄附金（対数），縦軸を
順位（同）にして₁,₇₁₈市町村をプロットしてみると，ほぼすべての市町村は対数
正規分布を描くなかで，右端のごく一部の市町村はべき乗的な分布になっている。
しかも₂₀₁₄年度から₂₀₁₇年度にかけて右側への張り出しが拡大するとともに，そ
のような外れ値の市町村が増加している。これは，ふるさと納税寄附金の獲得に
熱心な市町村が突出していることを意味すると同時に，これらの市町村が他市町
村の取り組みを誘発した状況を示唆していると解釈されよう。
 ₇） 突出群を構成する₉₀市町村は，根室市，森町，八雲町，寿都町，留寿都村，古
平町，赤井川村，浦臼町，秩父別町，北竜町，沼田町，増毛町，遠別町，天塩町，
猿払村，豊富町，礼文町，利尻町，利尻富士町，小清水町，えりも町，上士幌町，
池田町，白糠町，羅臼町，河北町，舟形町，三川町，湯川村，中島村，境町，草
津町，芝山町，山北町，箱根町，弥彦村，阿賀町，湯沢町，飯山市，豊丘村，小
谷村，栄村，池田町，富加町，七宗町，南伊豆町，西伊豆町，小山町，泉佐野市，
岬町，曽爾村，高野町，湯浅町，北山村，備前市，新庄村，吉備中央町，神石高
原町，室戸市，奈半利町，田野町，馬路村，芸西村，四万十町，福智町，上毛町，
嬉野市，基山町，上峰町，みやき町，玄海町，大町町，江北町，太良町，玉東町，
国東市，綾町，高鍋町，新富町，川南町，都農町，垂水市，志布志市，大崎町，
東串良町，南種子町，大宜味村，東村，多良間村，与那国町である。
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「消極群」の₁₆₁市町村である。ところが，突出群と消極群とでは格差があ

まりにも大きい。₂₀₁₇年度の場合，平均人口は突出群₁₀,₃₆₂人に対し消極

群₂₁₄,₀₀₈人，₁ km₂ 当たり人口密度は₁₆₂人に対し₃,₃₁₈人，₂₀₁₄～₂₀₁₇年

度の人口変化率は₃.₉₅％減に対し₀.₁₂％増である。また，突出群₉₀市町村

のなかに大都市（指定都市，中核市，施行時特例市）はなく，都市 ₉，町

村₈₁から構成されるのに対し，消極群については大都市₃₆，都市₇₇，町村

₄₈から構成されている₈︶。

　そこで以下では，突出群の市町村に人口が近似しているが，ふるさと納

税寄附金の額が小さい市町村を「対照群」とする。選定に際しては恣意性

を避けるため，単純な基準を採用した。すなわち，突出群の₉₀市町村のそ

れぞれに人口が最も近く，人口 ₁人当たりふるさと納税寄附金額が ₅万円

未満であること，消極群の市町村と重複する場合には次点の市町村を選定

するというものである。これにより突出群と同じく₉₀市町村を対照群とし

て設定した₉︶。

　佐賀県では市町村の₄₀.₀％（₂₀市町村のうち ₈）が突出群である。この

ほか宮崎県の₁₉.₂％（₂₆市町村のうち ₅），高知県の₁₇.₆％（₃₄市町村のう

ち ₆）などで突出群比率が高い。また，対照群が出現する都道府県は₃₂都

 ₈） ₂₀₁₇年度の場合，₁,₇₁₈市町村の構成は大都市（指定都市・中核市・施行時特
例市）₁₀₅，その他の都市₆₈₆，町村₉₂₇である。
 ₉） 対照群を構成する₉₀市町村は，新篠津村，長万部町，上ノ国町，厚沢部町，島
牧村，ニセコ町，真狩村，神恵内村，上砂川町，新十津川町，剣淵町，津別町，
滝上町，興部町，壮瞥町，安平町，清水町，陸別町，おいらせ町，佐井村，五戸
町，新郷村，山田町，七ケ浜町，大郷町，女川町，小国町，天栄村，矢吹町，塙
町，玉川村，川内村，神流町，南牧村，長野原町，川場村，越生町，ときがわ町，
小鹿野町，神川町，横芝光町，奥多摩町，新島村，神津島村，真鶴町，湯河原町，
清川村，舟橋村，高浜町，おおい町，山梨市，市川三郷町，身延町，南部町，鳴
沢村，南牧村，立科町，松川町，平谷村，根羽村，下條村，喬木村，生坂村，坂
城町，阿久比町，設楽町，熊野市，明和町，愛荘町，安堵町，御杖村，九度山町，
湯梨浜町，日野町，海陽町，琴平町，まんのう町，久万高原町，香美市，越知町，
糸島市，平戸市，阿蘇市，西原村，玖珠町，西米良村，長島町，与論町，中城村，
伊平屋村である。
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道府県，つまり ₃分の ₂以上に散らばっているが，突出群が出現する都道

府県は半数の₂₄都道府県に限定されている。突出群を構成する市町村がよ

り少数の都道府県に集中していることは，Herfindahl-Hirschman指数ある

いはジニ係数からもみてとれる₁₀︶。これらのことは，同一都道府県内の市

町村において「あそこがやるならうちでも」といった横並び競争が起きて

いる可能性を示唆している₁₁︶。

（3）突出群と対照群の属性

　最初に，突出群と対照群の属性を確認しておこう。図表 ₂ のとおり，

₂₀₁₇年度の平均人口は，対照群の設定方法からみて当然ではあるが，両群

ともに₁₀,₃₆₀人程度である。₁ km₂ 当たり人口密度は突出群₁₆₂人に対し対

照群₁₉₀人，₂₀₁₄～₂₀₁₇年度の人口変化率は₃.₉₅％減に対し₄.₃₉％減であ

り，開きがみられる。しかし，いずれも少なくとも₁₀％水準で有意な差と

はいえない。対照群の内訳は都市 ₆，町村₈₄であり，突出群の構成とあま

り変わらない。

　地域区分に関しては，両群間でいくつか有意な差が生じている。「平成の

大合併」の経験については全市町村平均は₃₄.₃％，対照群では₂₇.₈％であ

るのに対し，突出群で₁₅.₆％であることから，小規模な非合併団体がふる

さと納税寄附金の獲得により積極的であったといえよう。東日本大震災の

特定被災地の比率については，突出群₄.₄％に対し対照群₁₂.₂％であり，

₁₀％水準で有意な差がある。防衛施設・国有施設立地市町村の比率につい

ては，突出群の₁₃.₃％が対照群の₈.₉％を上回るが，少なくとも₁₀％水準で

有意ではない。電源立地市町村の比率については，突出群₃₂.₂％に対し対

₁₀） ₄₇都道府県別の出現率に関する Herfindahl-Hirschman指数は，突出群₁,₀₉₁，
対照群₇₁₉である。₄₇都道府県間のジニ係数は，突出群₀.₃₄₁，対照群₀.₂₃₈であ
る。
₁₁） ₂₀₁₇年度の₇₉₁都市のデータを用いて回帰分析をおこなった深澤（₂₀₁₉）によ
ると，ふるさと納税の返礼品をめぐって都市間に相互依存関係がみられること，
いいかえれば「事実上の租税競争が発生している可能性が大きい」としている。



（　 ）

伊藤：市町村のふるさと納税寄附金はどう使われたか？

6969

照群₄₇.₈％であり， ₅％水準で有意な差がみられる₁₂︶。

　やはり対照群の設定方法からみて当然ではあるが，人口 ₁人当たりふる

さと納税寄附金額については，両群間で明らかに有意な差がある。₂₀₁₇年

度における人口 ₁人当たり寄附金額は突出群では₁₈₄,₇₆₂円である。これは

対照群の₆,₇₁₄円の₂₇.₅倍であり，₂₀₁₄年度の₁₀.₂倍からさらに差が拡大し

₁₂） 全市町村のふるさと納税寄附金総額に対する被災地₂₂₇市町村のシェアは，
₂₀₀₈～₂₀₁₀年度には ₉～₁₀％であったが，東日本大震災が発生した₂₀₁₁年度には
₄₂.₅％に上昇した。ところが₂₀₁₂～₂₀₁₃年度には₁₀％台に低下し，₂₀₁₆年度以降
は ₅％台になっている。

図表 ₂　突出群と対照群の主要属性

全市町村 突出群 判定 対照群

人口　₂₀₁₇年度 人 ₆₈,₈₆₅ ₁₀,₃₆₂ ₁₀,₃₆₇
人口変化率　₂₀₁₄～₁₇年度 ％ －₂.₈₃ －₃.₉₅ －₄.₃₉
人口密度　₂₀₁₇年度 人／ km₂ ₈₆₇ ₁₆₂ ₁₉₀

市町村合併 ダミー ₀.₃₄₃ ₀.₁₅₆ << ₀.₂₇₈
特定被災地 ダミー ₀.₁₃₂ ₀.₀₄₄ < ₀.₁₂₂
防衛施設・国有施設立地 ダミー ₀.₁₇₈ ₀.₁₃₃ ₀.₀₈₉
電源立地 ダミー ₀.₃₄₈ ₀.₃₂₂ << ₀.₄₇₈

人口 ₁人当たりふるさと納税寄附金額
₂₀₁₄年度 千円 ₁,₃₉₈ ₁₂,₉₂₅ >>> ₁,₂₇₀
₂₀₁₇年度 千円 ₁₄,₆₄₅ ₁₈₄,₇₆₂ >>> ₆,₇₁₄
₂₀₁₄～₁₇年度変化幅 千円 ₁₃,₂₄₇ ₁₇₁,₈₃₇ >>> ₅,₄₄₅

ふるさと納税・寄附金総額比率
₂₀₁₄年度 ％ ₅₄.₂ ₆₇.₄ > ₅₆.₂
₂₀₁₇年度 ％ ₇₉.₆ ₉₇.₉ >>> ₈₀.₃

専用の特定目的基金設置数　₂₀₁₈年度 基金 ₀.₅₉ ₁.₀₉ >>> ₀.₆₄

（注） ₁．総務省「市町村別決算状況調」，同「各自治体のふるさと納税受入額及
び受入件数（平成₂₀年度～平成₃₀年度）」，同「基金残高等一覧」から作
成。

₂．両群の算術平均に関するWelchの t検定結果。記号 ₁つは₁₀％水準，₂
つは ₅％水準，₃つは ₁％水準で有意。記号の向きは両群平均の大小関
係を示す。以下同じ。
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ている。₂₀₁₄～₂₀₁₇年度の変化については，対照群でも₅,₄₄₅円増加して

₅.₃倍になったが，突出群では₁₇万円あまり増加して₁₄.₃倍になった。

　歳入科目の ₁ つである寄附金に対するふるさと納税寄附金の比率は，

₂₀₁₄年度には突出群₆₇.₄％，対照群₅₆.₂％であったが（₁₀％水準で有意），

₂₀₁₇年度には突出群₉₇.₉％，対照群₈₀.₃％になった（ ₁％水準で有意）。対

照群でも寄附金の約₈₀％をふるさと納税寄附金が占めているが，突出群で

は寄附金のほぼ全額を占めている。

　総務省は，都道府県と市区町村（一部事務組合・広域連合を含む）に関

する「基金残高等一覧」を₂₀₁₈年度から公表している。特定目的基金につ

いては上位 ₅基金について名称と金額が掲載されている。本稿の対象年次

とは ₁年のずれがあるが，特定目的基金に「ふるさと」という名称を使用

している団体を調べてみると，全市町村では該当なし₈₆₅団体， ₁基金₇₀₅

団体，₂基金₁₃₅団体，₃基金₁₂団体，₄基金 ₁団体となっており，加重平

均で₀.₅₉基金（ ₂基金以上比率は₈.₆％）である。突出群では該当なし₁₆，

₁ 基金₅₅， ₂ 基金以上₁₉，加重平均は₁.₀₉基金（同₂₁.₁％）であるのに対

し，対照群では該当なし₄₀， ₁ 基金₄₃， ₂ 基金以上 ₇，加重平均は₀.₆₄基

金（同₇.₈％）となっており，明らかに有意な差がある₁₃︶。

₄．　突出群と対照群における財政状況と歳入構造

（1）財政状況

　図表 ₃は，₂₀₁₇年度における主要な財政指標と₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における

それらの変化について，突出群と対照群の算術平均を比較したものである。

基準財政需要額や歳入総額などは人口 ₁人当たりにしている。

₁₃） 突出群のうち根室市では「ふるさと応援基金」「ふるさと応援・地域医療安定
化基金」「ふるさと応援・公共交通維持安定化基金」「ふるさと応援・屋内遊戯施
設整備等基金」を設置しており，上位 ₅基金のうち ₄基金に「ふるさと」を使用
している。突出群のうち泉佐野市の上位 ₅基金は「公共施設整備等基金」「教育振
興基金」「福祉基金」「地域経済振興基金」「公園等整備基金」であり，「ふるさと」
という名称を直接的には使用していない。
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図表 ₃　主要財政指標の比較

全市町村 突出群 判定 対照群
【₂₀₁₇年度】
基準財政需要額 千円 ₃₂₆.₉ ₄₈₁.₉ ₄₆₅.₉
基準財政収入額 千円 ₁₂₃.₈ ₁₂₈.₀ ₁₂₅.₁
標準財政規模 千円 ₃₈₄.₁ ₅₄₃.₀ ₅₂₆.₄
実質収支比率 ％ ₆.₂ ₆.₉ ₈.₀
経常収支比率 ％ ₈₉.₇ ₈₇.₃ ₈₆.₀
　人件費 ％ ₂₃.₉ ₂₄.₇ ₂₄.₉
　公債費 ％ ₁₆.₃ ₁₇.₃ >>> ₁₅.₀
　臨財債等を除く ％ ₉₄.₃ ₉₁.₃ ₈₉.₅
公債費負担比率 ％ ₁₃.₈ ₁₃.₉ > ₁₂.₆
財政力指数 指数 ₀.₅₁ ₀.₃₄ ₀.₃₄
実質公債費比率 ％ ₇.₅ ₈.₃ >>> ₆.₄
歳入総額 千円 ₇₇₄.₄ ₁,₂₈₆.₅ ₁,₁₅₃.₆
歳出総額 千円 ₇₄₀.₈ ₁,₂₄₁.₂ ₁,₀₉₈.₁
歳入歳出差引額 千円 ₃₃.₆ ₄₅.₃ ₅₅.₅
翌年度に繰り越すべき財源 千円 ₈.₀ ₉.₀ ₁₃.₉
実質収支 千円 ₂₆.₀ ₃₇.₀ ₄₃.₅
単年度収支 千円 －₁.₃ －₄.₃ －₄.₃
積立金 千円 ₁₀.₂ ₁₅.₉ ₁₀.₉
繰上償還金 千円 ₂.₅ ₃.₄ ₆.₄
積立金取崩し額 千円 ₁₉.₀ ₂₂.₈ ₃₂.₇
実質単年度収支 千円 －₇.₆ －₇.₇ －₁₉.₉
【₂₀₁₄～₂₀₁₇年度】
基準財政需要額 ％ ₇.₃ ₆.₄ ₇.₄
基準財政収入額 ％ ₁₀.₉ ₁₁.₂ ₁₂.₁
標準財政規模 ％ ₃.₁ ₃.₅ ₃.₆
実質収支比率 変化幅 －₀.₁ ₀.₁ ₀.₃
経常収支比率 変化幅 ₁.₆ ₀.₅ <<< ₂.₄
　人件費 変化幅 －₀.₂ －₀.₃ << ₀.₃
　公債費 変化幅 －₀.₈ －₁.₀ －₁.₀
　臨財債等を除く 変化幅 ₀.₃ －₀.₆ <<< ₁.₂
公債費負担比率 変化幅 －₀.₇ －₁.₄ －₀.₈
財政力指数 変化幅 ₀.₀₁ ₀.₀₁ ₀.₀₁
実質公債費比率 変化幅 －₁.₃ －₁.₈ －₁.₆
歳入総額 ％ ₇.₃ ₃₂.₇ >>> ₁₀.₅
歳出総額 ％ ₇.₉ ₃₄.₃ >>> ₁₁.₅
歳入歳出差引額 ％ ₆.₃ ₁₀.₈ ₁₇.₉
翌年度に繰り越すべき財源 ％ ₁₃₄.₀ ₂₀.₃ ₃₁.₇
実質収支 ％ ₂₁.₅ ₃₁.₆ ₆₅.₄
単年度収支 ％ －₂₈₁.₃ －₂₁₂.₄ ₆₁₅.₆
積立金 ％ ₂,₃₆₁.₉ ₁,₇₃₇.₆ ₃,₁₀₃.₅
繰上償還金 ％ ₅₅₄.₈ －₃₅.₂ －₃₉.₉
積立金取崩し額 ％ ₂,₄₆₂.₉ ₄₁₅.₁ ₂₀₅.₀
実質単年度収支 ％ ₉₃₇.₈ ₅₆.₃ －₂₀₂.₉
（注）総務省「市町村別決算状況調」から作成。金額は人口 ₁人当たり。
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　第 ₁に，₂₀₁₇年度における両群の財政力指数はともに₀.₃₄であり，全市

町村平均の₀.₅₁に比較して低い。その半面，経常収支比率は突出群₈₇.₃％，

対照群₈₆.₀％であり，いずれも全市町村平均の₈₉.₇％を下回っている。対

照群の経常収支比率の変化幅は有意に大きく，財政の硬直化が増している

といえる₁₄︶。

　第 ₂に，₂₀₁₇年度の突出群においては，公債費の経常収支比率，公債費

負担比率，実質公債費比率が対照群より有意に高いが，いずれも有意では

ないものの，₂₀₁₄～₂₀₁₇年度にわずかながら改善されている。

　第 ₃に，₂₀₁₇年度の突出群と対照群では歳入総額と歳出総額が₁₀₀万円を

超えている。突出群と対照群は全市町村平均に比べて小規模であるため，

人口 ₁人当たりの額が大きくなるのは仕方がないが，注目すべきは₂₀₁₄～

₂₀₁₇年度の変化である（以下，煩雑を避けるため百円未満四捨五入）。全市

町村平均の歳入総額は，₂₀₁₄年度の₇₃₂,₇₀₀円から₂₀₁₇年度の₇₇₄,₄₀₀円へ

₄₁,₇₀₀円増加した。この間，突出群においては₁₀₂万₈,₉₀₀円から₁₂₈万

₆,₅₀₀円に₂₅₇,₆₀₀円増加し，対照群でも₁₀₈万₁,₁₀₀円から₁₁₅万₃,₆₀₀円に

₇₂,₅₀₀円増加した。該当市町村の算術平均でみた変化率は突出群₃₂.₇％，

対照群₁₀.₅％であり， ₁％水準で明らかな差がある。突出群の歳入総額の

増分の ₃分の ₂は，ふるさと納税寄附金の増分によるものである。

　第 ₄に，実質収支（歳計剰余金）の増加に注意する必要がある。₂₀₀₉～

₂₀₁₅年度における市町村の基金残高の変化を検討した伊藤（₂₀₁₈b）によ

れば，国の大型経済対策や国庫支出金の新設に伴って地方への財政移転の

規模が拡大するなかで，都道府県・市町村ではそれを消化できずに歳入歳

出差引額を増加させ，さらに歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財

源を差し引いた実質収支（歳計剰余金）を増大させた結果，いわば受動的

に基金残高を累増させてきたことが指摘されている。

　₂₀₁₄～₂₀₁₇年度については，そのような傾向は少し緩和されているが，

₁₄） 性質別歳出の項でみるように，対照群では₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における人件費，扶
助費，公債費の増加率が突出群よりも高くなっている（図表 ₆を参照）。
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それでも全市町村の歳入は ₁兆₆,₁₀₇億円増大した。この間，歳入歳出差引

額と翌年度に繰り越すべき財源はそれぞれ₂,₁₀₀億円あまり減少したにもか

かわらず，実質収支（歳計剰余金）は ₃億₈,₃₅₆万円増加し，₂₀₁₇年度には

₁兆₂,₁₇₄億円になっている。人口 ₁人当たり実質収支（歳計剰余金）とそ

の伸びについて，いずれも対照群が上回るが，突出群・対照群ともに全市

町村平均を上回ることでは共通している。

　地方自治法第₂₃₃条の ₂により，「各会計年度において決算上剰余金を生

じたときは，翌年度の歳入に編入しなければならない。ただし，条例の定

めるところにより，又は普通地方公共団体の議会の議決により，剰余金の

全部又は一部を翌年度に繰り越さないで基金に編入することができる」と

され，歳計剰余金の処分方法が定められている。さらに地方財政法第 ₇条

により，「各会計年度において歳入歳出の決算上剰余金を生じた場合におい

ては，当該剰余金のうち二分の一を下らない金額は，これを剰余金を生じ

た翌翌年度までに，積み立て，又は償還期限を繰り上げて行なう地方債の

償還の財源に充てなければならない」とされ，処分の条件が規定されてい

る。

　基金編入のことについてはあとで詳しくみていくが，₂₀₁₇年度の人口 ₁

人当たり繰上償還金については突出群と対照群で有意な差はみられない。

人口 ₁人当たり繰上償還金は，₂₀₁₄～₂₀₁₇年度に全市町村では増加したの

に対し，突出群と対照群ではともに₃₀％以上減っている。突出群でも対照

群でも，人口 ₁人当たり実質収支（歳計剰余金）は増加したにもかかわら

ず，それを地方債の繰上償還に支出したわけではないようである。

　第 ₅に，積立金とその取崩し額の変動に注意する必要がある。突出群と

対照群とで有意な差はみられないが，いずれも変化率が大きい。全市町村

における₂₀₁₄～₂₀₁₇年度の変化を実数でみると，積立金は₄,₆₅₇億円から

₃,₅₉₀億円に減少し，積立金取崩し額は₅,₀₁₉億円から₆,₉₆₃億円に増加して

いる。図表 ₃は人口 ₁人当たりの算術平均をみたものであるが，積立金の

変化の符号が全市町村でプラスであることは，一部の市町村が特異な動き
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をしていることを示唆している。

　なお，図表 ₃は総務省「市町村別決算状況調」の概況編の数値であるが，

ここでいう「積立金」「積立金取崩し額」はいずれも財政調整基金のみを

扱っており， ₃種類の基金全体をみているわけではない₁₅︶。

（2）歳入

　図表 ₄は，₂₀₁₇年度における突出群と対照群の人口 ₁人当たり歳入の内

訳と₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における変化をみたものである。

　第 ₁に，人口 ₁人当たり地方税は，全市町村平均，突出群，対照群のい

ずれも₁₃万円台である。地方交付税については，全市町村平均は₂₄万円台

だが，突出群と対照群では₄₀万円を超えており，地方交付税への依存が高

い。突出群と対照群は，全市町村平均に比べて都道府県支出金がそれぞれ

₂ 倍程度であること，地方債への依存が高いことでも共通している。防

衛・国有施設立地と電源立地による交付金については両群間で有意な差は

みられない。

　第 ₂に，歳入科目としての寄附金（ふるさと納税寄附金を含む）とその

変化については，対照群の設定方法から当然のことではあるが，明らかに

有意な差がある。₂₀₁₇年度の突出群における人口 ₁人当たり寄附金は，人

口 ₁人当たり地方税の₁.₄倍の規模である。

　第 ₃に，繰越金から繰越事業費等充当財源繰越額を差し引いた純繰越金

に注意する必要がある。前述のように，前年度の実質収支（歳計剰余金）

は，当年度の純繰越金として歳入に計上されるか，歳計剰余金処分として

基金に編入される。₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における実質収支をみると，突出群で

は₂₀₅億円（人口 ₁人当たり₃₈,₅₀₀円）から₂₁₉億円（同₃₇,₀₀₀円）へ，対

照群では₂₅₃億円（同₄₀,₃₀₀円）から₂₅₃億円（同₄₃,₅₀₀円）へ推移した。

₁₅） これは実質単年度収支についても同様である。厳密に表現すれば，単年度収
支＝当該年度の実質収支－前年度の実質収支であり，実質単年度収支＝単年度収
支＋財政調整基金積立金＋地方債繰上償還額－財政調整基金取崩し額である。
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図表 ₄　歳入構造の比較
全市町村 突出群 判定 対照群

【₂₀₁₇年度】
地方税 千円 ₁₃₅.₈ ₁₃₈.₂ ₁₃₁.₀
　個人住民税 千円 ₄₃.₇ ₄₀.₆ ₃₉.₆
　法人住民税 千円 ₉.₈ ₈.₆ ₇.₅
　固定資産税 千円 ₆₈.₈ ₇₄.₆ ₇₂.₉
譲与税・交付金 千円 ₂₈.₈ ₃₃.₂ ₃₂.₄
地方交付税 千円 ₂₄₂.₈ ₄₀₆.₇ ₄₀₈.₉
　普通交付税 千円 ₂₀₈.₇ ₃₅₇.₉ ₃₄₅.₈
　特別交付税 千円 ₂₉.₆ ₄₈.₆ ₄₆.₄
　震災復興特別交付税 千円 ₄.₆ ₀.₂ ₁₆.₈
使用料 千円 ₁₁.₅ ₁₇.₄ ₁₅.₇
手数料 千円 ₂.₄ ₃.₀ ₂.₅
国庫支出金 千円 ₈₁.₉ ₈₅.₈ ₁₁₂.₀
防衛・国有施設 千円 ₁.₁ ₁.₈ ₀.₅
電源立地 千円 ₂.₈ ₄.₂ ₁₀.₆
都道府県支出金 千円 ₆₆.₅ ₁₀₁.₂ ₁₂₃.₂
財産収入 千円 ₅.₁ ₇.₅ ₇.₇
寄附金 千円 ₁₅.₈ ₁₈₇.₄ >>> ₈.₁
繰入金 千円 ₅₁.₃ ₁₁₆.₅ ₁₁₇.₆
繰越金 千円 ₃₃.₁ ₄₇.₅ ₅₃.₉
　純繰越金 千円 ₂₃.₁ ₃₅.₆ ₃₅.₉
　繰越事業費等充当財源繰越額 千円 ₁₀.₀ ₁₁.₉ ₁₈.₀
諸収入 千円 ₁₉.₅ ₂₃.₇ ₃₅.₆
地方債 千円 ₇₄.₅ ₁₁₁.₁ ₉₉.₀
【₂₀₁₄～₂₀₁₇年度】
地方税 ％ ₅.₉ ₇.₄ ₇.₇
　個人住民税 ％ ₈.₅ ₁₃.₁ ₁₁.₅
　法人住民税 ％ ₃.₆ ₇.₁ < ₁₄.₉
　固定資産税 ％ ₇.₀ ₅.₈ ₆.₈
譲与税・交付金 ％ ₃₉.₅ ₃₈.₀ ₃₇.₄
地方交付税 ％ －₁.₉ ₇.₄ ₅.₀
　普通交付税 ％ －₁.₄ ₈.₃ ₈.₁
　特別交付税 ％ －₁.₂ ₃.₇ ₁₂.₃
　震災復興特別交付税 ％ ₂₃₂.₉ －₇₆.₁ < ₁₆₇.₇
使用料 ％ ₂.₁ －₁.₄ ₄.₇
手数料 ％ ₆.₅ ₉.₂ ₆.₁
国庫支出金 ％ ₁₁.₈ ₈.₉ < ₃₀.₂
防衛・国有施設 ％ ₄.₆ ₈.₅ ₉.₄
電源立地 ％ ₉.₂ ₀.₁ << ₂₈.₆
都道府県支出金 ％ ₁₆.₂ ₂₅.₇ ₂₇.₈
財産収入 ％ ₆₄.₇ ₄₂.₇ ₄₉.₆
寄附金 ％ ₄,₃₈₆.₄ ₃₇,₄₅₀.₂ >>> ₂,₃₄₇.₆
繰入金 ％ ₁,₃₂₉.₅ ₅₆₈.₀ ₄,₃₅₃.₅
繰越金 ％ ₂₆.₅ ₂₁.₆ < ₁₃₆.₅
　純繰越金 ％ ₃₁.₈ ₂₁.₁ < ₆₇.₆
　繰越事業費等充当財源繰越額 ％ ₅,₈₅₁.₂ ₁₅,₀₀₁.₉ ₇₆₇.₉
諸収入 ％ ₁₆.₂ ₁₄.₃ ₂₁.₈
地方債 ％ ₁₉.₅ ₁₇.₇ ₄₆.₆

（注）総務省「市町村別決算状況調」から作成。人口 ₁人当たり。
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純繰越金は，突出群では₁₈₆億円（同₃₁,₉₀₀円）から₁₈₄億円（同₃₅,₆₀₀円）

へ，対照群では₂₁₂億円（同₂₉,₇₀₀円）から₂₃₆億円（同₃₅,₉₀₀円）へ変化

した。実数でみるなら，突出群では実質収支は増加し，純繰越金は減少し

た。対照群では実質収支は横ばいであったが，純繰越金は増加した。その

結果，繰越金の概念を無視した当該年度内での比較ではあるが，純繰越

金÷実質収支の比率は，対照群では₈₃.₈％から₉₃.₅％に上昇したのに対し，

突出群では₉₀.₉％から₈₃.₉％に低下した。つまり，突出群の市町村は，歳

計剰余金を繰越金ではなく，基金というストックに相対的に多く支出して

いることが分かる。

　第 ₄に，人口減少が進展するなか，₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における人口 ₁人当

たり使用料は，全市町村平均と対照群では上昇した。一方，有意な差では

ないが，突出群では₁₈,₅₀₀円から₁₇,₄₀₀円に低下した。しかも実数でみる

と，₂₀₁₄年度の₁₁₁億₇,₃₁₁万円から₂₀₁₇年度には₉₉億₄,₂₇₀億円に₁₁.₀％減

であり，全市町村の₁.₆％減，対照群の₄.₇％減に比べて大きく減少してい

る。突出群合計で使用料の内訳を実数でみると，高校授業料（使用料全体

の₀.₁％）は₇₆.₁％増，公営住宅使用料（同₄₈.₉％）は₁.₇％増であったが，

幼稚園授業料（同₁.₁％）は₃₉.₀％減，保育所使用料（同₁₆.₆％）は₂₁.₂％

減，その他の使用料（同₃₂.₈％）は₁₉.₆％減となっている。₁₂億₃,₀₀₀万円

あまりの下げ幅のうち，₆₅％はその他の使用料の低下によるものであり，

₄₂％は幼稚園授業料と保育所使用料の低下に帰せられる。

（3）地方税徴収率と不納欠損率

　図表 ₅は，突出群と対照群について，地方税の徴収率と不納欠損率（不

納欠損額÷地方税調停額）を比較したものである。ふるさと納税寄附金の

額が大きい市町村においては，地方税の徴収に緩みが出たり，不納欠損が

増えたりする可能性が考えられるが，そのような傾向は認められない。

　徴収率は，突出群では₂₀₁₄年度の₉₃.₁％から₂₀₁₇年度には₉₅.₀％へ，対

照群では₉₃.₈％から₉₅.₄％へ，それぞれ上昇している。突出群の徴収率は
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対照群を少し下回るが，有意な差ではない。また，不納欠損率については，

₂₀₁₅年度において突出群が₀.₅₆％であり，対照群の₀.₄₅％ならびに全市町

村平均の₀.₅₀％を上回っていたが，₂₀₁₇年度には対照群の₀.₃₆％には及ば

ないものの，全市町村平均の₀.₄₅％よりも低い₀.₄₁％になっている。

　念のため，₂₀₁₇年度の全市町村を対象に，①ふるさと納税寄附金÷地方

税倍率，②地方税徴収率，③地方税不納欠損率の相関係数を計算してみる

と，①と②では－₀.₀₁₅，①と③では－₀.₀₀₄であり，いずれも無相関であ

る。ふるさと納税寄附金・地方税倍率が₁.₀を超える₃₂団体に限定してみて

も₁₆︶，①と②では₀.₀₉₃，①と③では－₀.₀₁₀であり，やはり相関はない。

₅．　突出群と対照群における歳出構造

（1）性質別歳出

　図表 ₆は，₂₀₁₇年度における突出群と対照群の人口 ₁人当たり性質別歳

出の内訳ならびに₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における変化をみたものである。

　第 ₁に，臨時職員給与を歳出に計上している市町村は₂₀₁₄年度₂₀₁団体，

₁₆） ふるさと納税寄附金が地方税を超えるのは，根室市，森町，寿都町，古平町，
北竜町，増毛町，天塩町，小清水町，上士幌町，白糠町，舟形町，中島村，小谷
村，七宗町，西伊豆町，曽爾村，湯浅町，北山村，新庄村，奈半利町，田野町，
福智町，上毛町，上峰町，みやき町，大町町，太良町，国東市，綾町，高鍋町，
都農町，大崎町の ₂ 市₂₅町 ₅ 村である。平均人口は₈,₉₂₈人，すべて突出群であ
る。

図表 ₅　地方税徴収率と不納欠損率の比較

全市町村 突出群 判定 対照群

徴収率　₂₀₁₄年度 ％ ₉₃.₇ ₉₃.₁ ₉₃.₈
徴収率　₂₀₁₇年度 ％ ₉₅.₄ ₉₅.₀ ₉₅.₄

不納欠損率　₂₀₁₅年度 ％ ₀.₅₀ ₀.₅₆ ₀.₄₅
不納欠損率　₂₀₁₇年度 ％ ₀.₄₅ ₀.₄₁ ₀.₃₆

（注）総務省「市町村別決算状況調」，同「市町村税徴収実績」
から作成。不納欠損率は₂₀₁₅年度と₂₀₁₇年度である。
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図表 ₆　性質別歳出の比較
全市町村 突出群 判定 対照群

【₂₀₁₇年度】
人件費 千円 ₁₀₅.₃ ₁₅₃.₁ ₁₄₇.₉
　職員給 千円 ₆₅.₃ ₉₃.₀ ₈₉.₈
　臨時職員給与 千円 ₀.₆₆ ₁.₄₆ ₁.₃₈
物件費 千円 ₁₁₂.₂ ₂₃₁.₇ > ₁₇₁.₀
　賃金 千円 ₁₁.₀ ₁₆.₉ ₁₇.₅
　需用費 千円 ₂₀.₃ ₃₅.₀ ₃₂.₁
　役務費 千円 ₅.₂ ₂₁.₃ >>> ₆.₆
　備品購入費 千円 ₂.₉ ₅.₇ ₄.₅
　委託料 千円 ₅₇.₄ ₁₀₂.₇ ₉₀.₆
　その他 千円 ₁₃.₅ ₄₆.₅ > ₁₆.₇
維持補修費 千円 ₁₁.₅ ₂₂.₄ ₁₇.₁
扶助費 千円 ₇₉.₃ ₇₀.₈ ₆₇.₄
補助費等 千円 ₉₀.₇ ₁₇₆.₈ >> ₁₄₀.₄
　負担金・寄附金 千円 ₄₀.₆ ₆₁.₄ ₆₆.₀
　補助交付金 千円 ₃₀.₅ ₆₆.₇ ₅₃.₇
　その他 千円 ₁₉.₆ ₄₈.₇ >>> ₂₀.₈
普通建設事業費 千円 ₁₄₁.₈ ₂₁₁.₁ ₂₈₁.₄
　補助事業費（当該団体） 千円 ₆₇.₃ ₁₀₆.₈ ₁₅₂.₅
　単独事業費（当該団体） 千円 ₅₆.₄ ₇₈.₃ ₉₈.₆
災害復旧事業費 千円 ₉.₈ ₁₀.₇ ₁₈.₀
公債費 千円 ₇₂.₃ ₁₀₈.₉ ₉₂.₄
積立金 千円 ₄₄.₂ ₁₅₉.₅ >>> ₆₄.₂
繰出金 千円 ₆₆.₃ ₈₈.₆ ₈₈.₄
【₂₀₁₄～₂₀₁₇年度】
人件費 ％ ₂.₇ ₃.₃ ₄.₅
　職員給 ％ ₄.₇ ₅.₀ ₅.₉
　臨時職員給与 ％ ₂.₇ ₂₃.₁ >>> －₁₀.₈
物件費 ％ ₁₆.₃ ₇₄.₂ >>> ₂₃.₈
　賃金 ％ ₁₂.₂ ₁₉.₉ ₁₉.₃
　需用費 ％ ₁.₉ ₂₈.₂ ₄.₄
　役務費 ％ ₂₉.₈ ₂₃₃.₆ >>> ₁₇.₅
　備品購入費 ％ ₂₄.₄ ₅₄.₂ >> ₂₁.₆
　委託料 ％ ₂₁.₇ ₇₈.₈ ₃₇.₁
　その他 ％ ₄₀.₅ ₂₀₆.₉ >>> ₄₂.₆
維持補修費 ％ ₃₃.₇ ₂₆.₆ ₂₈.₆
扶助費 ％ ₁₁.₇ ₉.₄ ₁₀.₇
補助費等 ％ ₁₈.₇ ₅₈.₁ >> ₂₄.₆
　負担金・寄附金 ％ ₂₁.₄ ₃.₄ << ₁₉.₅
　補助交付金 ％ ₃₈.₉ ₂₅₂.₃ ₆₆.₉
　その他 ％ ₇₉.₈ ₅₄₄.₃ > ₄₅.₀
普通建設事業費 ％ ₂₆.₁ ₂₄.₆ ₂₈.₇
　補助事業費（当該団体） ％ ₇₃.₁ ₉₆.₂ ₁₇₀.₅
　単独事業費（当該団体） ％ ₂₆.₃ ₁₉.₉ ₂₂.₈
災害復旧事業費 ％ ₁₅,₇₇₃.₈ ₃₅₉.₇ ₁,₄₂₁.₄
公債費 ％ －₀.₃ ₂.₁ ₂.₈
積立金 ％ ₄₉₉.₄ ₁,₇₂₇.₆ >> ₆₆₉.₃
繰出金 ％ ₅.₃ ₆.₀ ₄.₂

（注）総務省「市町村別決算状況調」から作成。人口 ₁人当たり。
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₂₀₁₇年度₁₉₉団体である₁₇︶。このうち突出群では₁₈団体から₁₆団体へ，対照

群では₁₄団体から₁₂団体に減少した。該当する市町村は全体の ₂割にも満

たないうえ，₂₀₁₄～₂₀₁₇年度に減少している。にもかかわらず突出群の臨

時職員給与の合計は，₂₀₁₄年度の ₄ 億₄,₆₅₅万円から₂₀₁₇年度には ₆ 億

₅,₂₉₃万円へ，₂億円以上増加している。対照群では減少しているのと対照

的である。

　第 ₂に，突出群においては，人口 ₁人当たり物件費が₂₃₁,₇₀₀円であり，

対照群の₁₇₁,₀₀₀円に比較して有意に大きく，しかも₂₀₁₄～₂₀₁₇年度に

₇₄.₂％増であり，対照群の₂₃.₈％増に比較して有意に大きい。物件費の内

訳で突出群が対照群に比べて有意に大きいのは，役務費（物件費全体の

₈.₅％）とその他の物件費（同₁₆.₃％）である。突出群の役務費とその他の

物件費は，₂₀₁₄～₂₀₁₇年度にそれぞれ ₃倍以上にふくらんでいる。このほ

か有意ではないものの，突出群の人口 ₁人当たり委託料は₁₀万円を超えて

おり，₂₀₁₄年度からの伸びも大きい。なお，物件費には人件費のうち臨時

職員給与ならびに事業費支弁にかかる賃金を除いた「短期間の日々雇用の

職員に対する賃金」が賃金として計上されるが，賃金の水準とその変化に

ついて両群間で有意な差はない。

　第 ₃に，突出群においては補助費等，なかでも負担金・寄附金と補助交

付金以外のその他の補助費等の額が対照群に比較して有意に大きく，その

変化率も有意に大きい。

　以上のことは，ふるさと納税の事務手続きや返礼品の調達・発送などの

ために，突出群の市町村が臨時職員を雇用したり，外部に発注したり，作

業を委託したり，返礼品の生産者に補助費等を交付したりしていることを

₁₇） 臨時職員給与とは，「一般職に属する臨時職員等のうち，その職名のいかんを
問わず，常時勤務に服することを要する職員について定められている勤務時間以
上勤務した日（法令の規定により，勤務を要しないこととされ，又は休暇を与え
られた日を含む。）が₁₈日以上ある月が調査期日において引き続き₁₂月を超える職
員等の給与」をいう（総務省自治財政局財務調査課「地方財政状況調査表作成要
領（市町村分，一部事務組合分）」₂₀₁₇年度）。
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示唆している。なお，突出群では補助費等の水準が高く伸びが大きいが，

これは部分的には前述の使用料の低下に関係していることも考えられる。

　その一方，第 ₄に，普通建設事業費のうち当該団体でおこなう単独事業

費をみると，突出群₇₈,₃₀₀円，対照群₉₈,₆₀₀円であり，ともに全市町村平

均の₅₆,₄₀₀円に比較すると大きいものの，両群間で有意な差はない。むし

ろ対照群のほうが上回っている。₂₀₁₄～₂₀₁₇年度の変化率は両群とも全市

町村平均より低い。突出群の市町村は，ふるさと納税寄附金の額が多いか

らといって，いわゆるハコモノ整備に熱心であったわけではない₁₈︶。

　第 ₅に，人口 ₁人当たり公債費は，突出群₁₀₈,₉₀₀円，対照群₉₂,₄₀₀円で

あり，いずれも全市町村平均の₇₂,₃₀₀円より大きいが，有意な差とはいえ

ない。₂₀₁₄～₂₀₁₇年度の変化についても両群間で有意な差はないものの，

全市町村平均では₀.₃％減であったのに対し，突出群では₂.₁％増，対照群

では₂.₈％増となっている₁₉︶。

　第 ₆ に，最も注目すべきは人口 ₁ 人当たり積立金とその変化である。

₂₀₁₇年度の突出群における積立金は₁₅₉,₅₀₀円であり，対照群の₂.₅倍，全

市町村平均の₃.₆倍である。しかも₂₀₁₄年度からの伸びもきわめて大きい。

積立金は基金造成に充てられるが，前年度の実質収支（歳計剰余金）の状

況を勘案しながら歳出予算として計上するものであり，毎年度決まって同

程度の額が積み立てられるとは限らない。実際，全市町村合計では₂₀₁₄年

度 ₁兆₇,₅₁₈億円，₂₀₁₅年度 ₁兆₆,₃₆₇億円，₂₀₁₆年度 ₁兆₄,₄₇₆億円，₂₀₁₇

年度 ₁兆₅,₂₇₁億円であり，緩やかに上下している。ところが突出群では，

₂₀₁₄年度には₃₂₇億円であり，対照群の₃₅₀億円と大差なかったが，₂₀₁₅年

度₅₂₃億円（対照群₄₅₄億円），₂₀₁₆年度₆₂₂億円（同₃₉₈億円），そして₂₀₁₇

₁₈） 寄附金（ふるさと納税寄附金を含む）は，その目的により一般財源にも特定財
源にもなりうるが，突出群におけるふるさと納税寄附金の大部分は，後述のよう
に返礼品調達と基金造成に使われたとみられる。
₁₉） 公債費の推移を実数でみると，全市町村では ₅兆₆,₆₉₆億円から ₅兆₄,₂₈₆億円
へ₄.₃％減，突出群では₇₆₀億円から₇₁₈億円へ₅.₅％減，対照群では₆₂₁億円から
₄₇₉億円へ₆.₇％減となっており，全般に義務的経費の一部が軽減されている。
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年度には₆₇₈億円（同₄₆₆億円）に順次増大し，対照群との差が開いている。

全市町村に対する突出群の比率も₂₀₁₄年度の₁.₈₇％から₂₀₁₇年度には

₄.₄₄％に拡大した。

　ただし，基金の原資は積立金だけではない。前述のとおり，前年度の実

質収支（歳計剰余金）は，次年度の繰越金に参入されるか歳計剰余金処分

として基金に編入される。これらの問題については，節をあらためて検討

する。

（2）目的別歳出

　図表 ₇は，₂₀₁₇年度における突出群と対照群の人口 ₁人当たり目的別歳

出の内訳ならびに₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における変化をみたものである。

　第 ₁に，民生費，衛生費をはじめ，総務費以外の目的別歳出については，

突出群と対照群のあいだで有意な差がほとんどみられない。しかも人口 ₁

人当たり歳出額は，全般に対照群のほうが大きい。このことから，突出群

は増大した歳入を一般行政サービスの拡充に支出したわけではないといっ

てよさそうである。

　第 ₂に，全般に対照群の数値が大きいなかで，₂₀₁₇年度の人口 ₁人当た

り商工費については，突出群₅₆,₂₀₀円，対照群₄₃,₄₀₀円であり，少なくと

も₁₀％水準では有意ではないが，突出群のほうが大きい。₂₀₁₄～₂₀₁₇年度

における人口 ₁人当たり商工費の変化率は，対照群では₅₈.₈％であったの

に対し，突出群では₁₅₀％を超えており，₁₀％水準で有意な差がある。この

ことは，ふるさと納税寄附金に対する返礼品の調達のために商工費が支出

されていることを示唆している。

　第 ₃に，突出群においては総務費，そのなかでも総務管理費への支出が

有意に大きい₂₀︶。総務費全体について，₂₀₁₇年度に対照群では₂₁₀,₀₀₀円で
₂₀） 多様な項目から構成される総務管理費については，肥大化の抑制が課題とされ
ている。経済財政諮問会議の下部組織として₂₀₁₅年に設置された経済・財政一体
改革推進委員会が₂₀₁₆年 ₇ 月から試行的に開設している「経済・財政と暮らしの
指標“見える化”ポータルサイト」を参照。
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図表 ₇　目的別歳出の比較

全市町村 突出群 判定 対照群

【₂₀₁₇年度】
議会費 千円 ₈.₁ ₁₃.₆ ₁₃.₃
総務費 千円 ₁₄₃.₇ ₃₉₅.₂ >>> ₂₁₀.₀
　総務管理費 千円 ₁₃₀.₂ ₃₇₂.₁ >>> ₁₉₁.₁
　徴税費 千円 ₇.₁ ₁₄.₂ ₉.₅
民生費 千円 ₁₇₁.₂ ₁₉₇.₇ ₂₀₁.₅
衛生費 千円 ₆₂.₇ ₈₅.₆ ₉₄.₀
労働費 千円 ₁.₀ ₀.₆ < ₁.₆
農林水産業費 千円 ₅₉.₀ ₁₁₆.₃ ₁₁₇.₂
商工費 千円 ₂₆.₁ ₅₆.₂ ₄₃.₄
土木費 千円 ₈₅.₇ ₁₁₃.₄ ₁₆₃.₇
消防費 千円 ₂₈.₄ ₄₂.₀ ₄₂.₀
教育費 千円 ₇₂.₂ ₁₀₀.₈ ₁₀₀.₅
災害復旧費 千円 ₉.₈ ₁₀.₇ ₁₈.₀
公債費 千円 ₇₂.₃ ₁₀₈.₉ ₉₂.₄
諸支出金 千円 ₀.₅ ₀.₂ ₀.₃

【₂₀₁₄～₂₀₁₇年度】
議会費 ％ －₁.₉ ₀.₇ ₀.₁
総務費 ％ ₂₂.₉ ₁₇₉.₅ >>> ₂₅.₆
　総務管理費 ％ ₂₈.₂ ₂₁₆.₈ >>> ₃₂.₁
　徴税費 ％ ₅.₀ ₃₈.₆ > ₁.₅
民生費 ％ ₉.₇ ₁₃.₇ ₉.₈
衛生費 ％ ₁₁.₆ ₄.₆ < ₂₉.₂
労働費 ％ ₈₈.₂ －₃₀.₇ －₁₅.₁
農林水産業費 ％ ₂₄.₆ ₃₃.₇ ₃₆.₀
商工費 ％ ₄₉.₅ ₁₅₇.₁ > ₅₈.₈
土木費 ％ ₁₁.₄ ₁₈.₁ ₁₆.₃
消防費 ％ ₂.₈ －₄.₄ ₃.₉
教育費 ％ ₁₁.₉ ₁₇.₆ ₂₄.₁
災害復旧費 ％ ₁₈,₁₂₉.₈ ₃₉₆.₇ ₁,₇₆₂.₉
公債費 ％ －₀.₃ ₂.₁ ₂.₇
諸支出金 ％ ₈₈.₄ －₃₅.₇ <<< ₁₁₃.₃

（注）総務省「市町村別決算状況調」から作成。人口₁人当たり。
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あったが，突出群ではその₁.₉倍の₃₉₅,₂₀₀円である。この間，対照群では

₂₅.₆％増であったのに対し，突出群ではほぼ₁₈₀％増大している。突出群・

対照群ともに総務費のうち ₉割以上は総務管理費であるが，突出群におい

ては，総務費全体の伸びよりも総務管理費の伸びのほうが有意に大きい。

また，総務費のうち徴税費についても，有意ではないが，突出群では

₁₄,₂₀₀円であり，対照群の₉,₅₀₀円を上回っている。₂₀₁₄～₂₀₁₇年度におけ

る徴税費の伸びは，突出群のほうが有意に大きいことから，突出群におい

ては通常の徴税業務にふるさと納税の窓口を追加している可能性が考えら

れる。

　総務費は，民生費，衛生費，土木費，教育費といった使途が明示された

目的別歳出以外の多様な項目から構成されている。そのなかでも総務管理

費には，性質別歳出でいう人件費と積立金が含まれる。₂₀₁₇年度の場合，

市区町村合計（東京特別区，一部事務組合を含む）の総務管理費は ₅ 兆

₈,₈₉₈億円であるが，このうち人件費は₃₃.₂％，積立金は₂₅.₁％を占め

る₂₁︶。突出群において総務管理費の規模と伸びが大きい理由として，積立

金が関係していることは間違いない。これに加え，商工費と徴税費の伸び

と照らし合わせれば，ふるさと納税寄附金獲得のための組織の設置や人員

の配置などへの支出が関係していることも考えられる₂₂︶。

（3）単独事業費

　図表 ₈は，目的別歳出における一般行政経費（単独事業費）をみたもの

₂₁） 総務省「地方財政統計年報」（₂₀₁₇年度）の「目的別性質別歳出内訳（純計）」
による。
₂₂） たいていの市町村は，既存の課・係の中に「ふるさと納税担当」を設置してい
るが，専用の窓口を開設している市町村も少なくない。突出群₉₀市町村のうち最
上位₁₀町村についてみると， ₄団体において「ふるさと納税」という名称を付け
た課・係・室を設置している。「ふるさと納税」という名称を付けた課・係・室を
設置している市町村は，突出群出現率が最も高い佐賀県では₂₀市町村のうち ₃団
体，突出群比率が ₂番目に高い宮崎県では₂₆市町村のうち ₄団体，突出群比率が
₃番目に高い高知県では₃₄市町村のうち ₂団体である（₂₀₂₀年 ₃ 月現在）。
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図表 ₈　目的別歳出における一般行政経費（単独事業費）の比較

全市町村 突出群 判定 対照群

【₂₀₁₇年度】
一般行政経費（単独事業費）合計 千円 ₂₀₉.₃ ₄₀₇.₁ >> ₂₉₉.₉
民生費（うち児童福祉費 a） 千円 ₁₂.₃ ₁₃.₄ ₁₄.₈
民生費（うち老人福祉費 b） 千円 ₂₁.₉ ₃₁.₉ ₃₀.₂
民生費（a，b，cを除く） 千円 ₁₇.₆ ₂₁.₆ ₂₃.₅
民生費（うち災害救助費 c） 千円 ₀.₄ ₀.₁ ₀.₉
衛生費（うち清掃費） 千円 ₁₈.₅ ₂₆.₇ ₂₄.₄
衛生費（ただし清掃費除く） 千円 ₁₄.₄ ₂₀.₄ ₂₂.₇
労働費 千円 ₀.₇ ₀.₅ ₁.₁
農林水産業費 千円 ₁₁.₀ ₂₀.₇ ₂₀.₆
商工費 千円 ₁₃.₄ ₂₆.₉ ₂₀.₂
土木費 千円 ₇.₁ ₁₀.₅ ₁₁.₃
消防費 千円 ₁₈.₉ ₂₉.₃ ₃₀.₁
教育費 千円 ₂₉.₀ ₃₉.₉ ₃₉.₄
総務費 千円 ₄₃.₄ ₁₆₃.₉ >>> ₅₉.₈
その他の経費（議会費，諸支出金等） 千円 ₀.₇ ₁.₂ ₁.₁

【₂₀₁₄～₂₀₁₇年度】
一般行政経費（単独事業費）合計 ％ ₁₄.₇ ₅₉.₈ >>> ₁₄.₄
民生費（うち児童福祉費 a） ％ ₂₁.₉ ₂₇.₃ ₂₃.₄
民生費（うち老人福祉費 b） ％ ₃₄.₁ ₂₇.₃ ₄₂.₉
民生費（a，b，cを除く） ％ ₂₁.₀ ₁₄.₈ ₁₉.₂
民生費（うち災害救助費 c） ％ ₁,₇₁₉.₁ ₅₃₅.₂ ₃₇₃.₅
衛生費（うち清掃費） ％ ₁₁.₃ ₈.₀ ₁₁.₄
衛生費（ただし清掃費除く） ％ ₂₀.₅ ₁₄.₇ ₃₀.₇
労働費 ％ ₄₁₂.₇ ₂₁₉.₆ ₆₀₄.₁
農林水産業費 ％ ₂₀.₀ ₂₄.₄ ₂₁.₂
商工費 ％ ₃₉.₆ ₁₇₆.₉ > ₂₇.₇
土木費 ％ ₄₅.₁ ₅₈.₆ ₁₀₁.₉
消防費 ％ ₂₆.₈ ₄.₈ ₁₈.₂
教育費 ％ ₁₉.₇ ₁₄.₇ ₁₄.₅
総務費 ％ ₄₂.₅ ₃₄₁.₃ >>> ₃₂.₆
その他の経費（議会費，諸支出金等） ％ ₉.₉ ₁₂.₄ ₁₈.₃

（注）総務省「市町村別決算状況調」から作成。人口 ₁人当たり。
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である。₂₀₁₇年度における人口 ₁人当たり民生費，衛生費，農林水産業費，

土木費，消防費，教育費については，突出群と対照群とでほぼ同じ数値で

ある。₂₀₁₄～₂₀₁₇年度の変化率についても有意な差はない。ところが，

₂₀₁₇年度における人口 ₁人当たり総務費については，対照群では₅₉,₈₀₀円

であるのに対し，突出群ではその₂.₇倍の₁₆₃,₉₀₀円である。しかも₂₀₁₄～

₂₀₁₇年度に高い伸びを示している。また，₂₀₁₇年度の人口 ₁人当たり商工

費については両群間で有意な差はないが，₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における伸びは

突出群が有意に高い。

　一般行政経費（単独事業費）全体について実数でみると，全市町村では

₂₀₁₄年度の₁₃₂億₉,₃₇₃万円から₂₀₁₇年度には₁₄₁億₁,₅₀₇万円へ₆.₂％増，対

照群では ₁億₇,₁₁₂万円から ₁億₈,₆₁₁万円へ₈.₈％増であったが，突出群で

は ₁億₇,₀₈₉万円から ₂億₆,₀₃₉万円へ₅₂.₄％増であった。このうち総務費

は全般に増加したとはいえ，全市町村でも対照群でもそれぞれ₁₈％前後の

増加率であったなかで，突出群においては₂₈₆億円から₁,₀₀₆億円へ₃.₅倍増

であった。突出群における一般行政経費（単独事業費）の増分の₈₀％強は

総務費の増分によるものであり，総務費の割合は₁₆.₈％から₃₈.₆％に拡大

した。

　結局のところ，突出群においては，ふるさと納税寄附金に伴って財源は

確実に増大したにもかかわらず，民生費や衛生費などの住民サービスのた

めの単独事業費が顕著に増加したわけではない。その一方，総務費と商工

費は確実に増大している。

（4）財源構成

　突出群の₉₀市町村合計でみると，₂₀₁₄～₂₀₁₇年度に歳入総額は₁,₇₆₀億円

増加し（対照群₉₀市町村合計では₁₂₅億円減），歳出総額は₁,₇₇₉億円増加し

た（同₄₆億円増）。突出群の歳入の増加においては，歳入科目としての寄附

金の₁,₁₈₀億円増（同₄₃億円増）に次いで繰入金の₅₅₈億円増（同₂₃億円減）

の寄与が大きい。歳入科目としての寄附金の増分のうち大半の₁,₁₇₄億円
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（同₄₃億円）は，ふるさと納税寄附金によるものである。

　他方，性質別歳出のうち増加幅が大きいのは，物件費の₄₈₇億円増（同₈₁

億円増）と並んで補助費等の₃₈₉億円増（同₁₀₃億円増）であるが，これら

以上に積立金の₉₁₁億円増（同₃₄₉億円減）の規模が大きい。₂₀₁₄～₂₀₁₇年

度に全市町村合計の物件費の増分は₂,₅₇₄億円であったので，突出群はその

₂割近くを占めている。一方，目的別歳出については総務費の増加幅が抜

きん出て大きい。全市町村でも対照群でも総務費は減少したにもかかわら

ず，突出群においては₂₀₁₄年度の₁,₀₁₆億円から₂₀₁₇年度には₂,₅₄₆億円へ

₁,₅₃₀億円増加した。総務費の増分のほとんどの₁,₅₂₆億円は総務管理費に

よるものである。また，総務費の増分のほぼ半分の₇₂₀億円は，一般行政経

費（単独事業費）によるものである。

　歳出総額の財源の構成をみると（図表 ₉），₂₀₁₇年度の場合，全市町村で

も対照群でも一般財源等が最も多く（全市町村₆₂.₅％，対照群₅₉.₄％），こ

れに国庫支出金（同₁₅.₈％，同₁₀.₆％）と都道府県支出金（同₆.₈％，同

₉.₃％）が続いている。ところが突出群については，第 ₁位の一般財源等の

構成比は₅₅.₄％とやや小さい代わりに，第 ₂位に分担金・負担金・寄附金

があげられている₂₃︶。分担金・負担金・寄附金の構成比は，全市町村と対

照群ではそれぞれ ₂％未満であるが，突出群では歳出総額の₁₃.₆％，₁,₁₀₀

億円にのぼり，₂₀₁₄年度の₁₁₅億円から₁₀倍近く増加している。₂₀₁₄～₂₀₁₇

年度の増分は突出群₉₈₅億円，対照群₂₆億円である。この間，歳入科目であ

る寄附金の増分は，突出群₁,₁₈₀億円（うちふるさと納税寄附金₁,₁₇₄億

円），対照群₄₃億円（同₄₃億円）であったので，財源構成からみた分担金・

負担金・寄附金の増分におおむね対応している₂₄︶。

　このほか繰入金についても全市町村では₅.₄％減，対照群では₁₇.₀％増で

₂₃） 歳出総額の財源構成では分担金・負担金・寄附金の内訳は分からない。
₂₄） 財源内訳における寄附金は「寄附目的が特定されていないもの又は総称的な経
費の財源となるもの」とされている（総務省自治財政局財務調査課「地方財政状
況調査表作成要領（市町村分，一部事務組合分）」₂₀₁₇年度）。
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あったが，突出群においては₁₅₉億円から₅₅₂億円へ ₃倍以上増加した。繰

入金は，公営企業会計からの繰入金，基金取崩しによる繰入金，財産区繰

入金から構成されており，次節で詳しくみるように，ふるさと納税寄附金

を含む寄附金の動向に関連している。

　全市町村，突出群，対照群のいずれにおいても，₂₀₁₄～₂₀₁₇年度に一般

財源等が増大した半面，全般に地方債への依存が高まっている。全市町村

における地方債の増加率は₃.₃％であり，一般財源等の増加率と同じであっ

たが，突出群では₁₀.₀％増，対照群では₂₃.₂％増と大きい。

（5）返礼品への支出

　図表₁₀は，₂₀₁₇年度について，人口 ₁人当たり寄附金額の区分別にふる

さと納税寄附金の募集・受入に伴う費用をみたものである。

　全市町村の総費用は₂,₀₁₉億円，うち返礼品の調達費用は₁,₄₀₂億円であ

る。₁団体当たりでみると，全市町村平均の総費用は ₁億₁,₇₅₁万円，うち

図表 ₉　歳出総額の財源の構成
（億円，％）

₂₀₁₇年度 ₂₀₁₄～₂₀₁₇年度変化率

全市町村 突出群 対照群 全市町村 突出群 対照群

歳出総額 ₅₃₇,₄₃₂ ₈,₀₈₃ ₆,₉₅₀ ₃.₅ ₂₈.₂ ₀.₇

国庫支出金 ₈₅,₀₆₆ ₆₂₉ ₇₃₇ ₆.₈ ₃.₀ －₂₅.₄
都道府県支出金 ₃₆,₄₅₉ ₅₂₁ ₆₄₆ ₆.₄ ₉.₅ ₇.₆
使用料・手数料 ₁₀,₁₉₉ ₁₁₅ ₉₅ －₁.₆ －₉.₁ －₅.₃
分担金・負担金・寄附金 ₇,₉₅₃ ₁,₁₀₀ ₁₀₄ ₄₀.₂ ₈₅₄.₉ ₃₄.₁
財産収入 ₁,₂₈₃ ₄₀ ₂₃ ₁₁.₂ ₈₈.₁ ₃₃.₀
繰入金 ₈,₂₀₃ ₅₅₂ ₄₈₁ －₅.₄ ₂₄₇.₄ ₁₇.₀
諸収入 ₁₇,₁₇₈ ₁₁₂ ₁₅₄ －₁₁.₄ ₁.₃ ₃₄.₄
繰越金 ₃,₅₈₈ ₂₇ ₁₀₁ －₁₆.₂ －₂₇.₄ －₃₆.₆
地方債 ₃₁,₈₃₇ ₅₀₉ ₄₈₃ ₃.₃ ₁₀.₀ ₂₃.₂
一般財源等 ₃₃₅,₆₈₁ ₄,₄₇₈ ₄,₁₂₅ ₃.₃ ₇.₀ ₂.₀

（注）総務省「地方財政状況調査」から作成。
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返礼品の調達費用は₈,₁₅₈万円である。人口 ₁人当たり寄附金額が大きくな

れば費用も増大しており，寄附金額 ₅万円以上の突出群では， ₁団体当た

りの総費用は ₈ 億円を超え，うち返礼品の調達費用は ₅ 億₈,₈₁₉万円であ

る。寄附件数 ₁件当たりの総費用は，全市町村平均で₁₂,₂₀₀円（うち返礼

図表₁₀　ふるさと納税寄附金の募集・受入に伴う費用

人口 ₁人当たり
寄附金額

総費用

（百万円）

うち返礼品

（百万円）

₁団体当たり費用

総費用
（千円）

返礼品
（千円）

₁₀円未満 ₅ ₃ ₂₀₅ ₁₁₉
₁₀～₁₀₀円 ₃₃₄ ₂₁₇ ₂,₄₅₇ ₁,₅₉₆
₁₀₀～₅₀₀円 ₂,₈₂₃ ₁,₈₀₉ ₉,₄₄₃ ₆,₀₅₁
₅₀₀～₁,₀₀₀円 ₄,₁₁₄ ₂,₇₅₆ ₂₀,₄₆₈ ₁₃,₇₁₂
₁,₀₀₀～₅,₀₀₀円 ₂₅,₉₇₄ ₁₇,₉₈₃ ₄₉,₁₀₀ ₃₃,₉₉₅
₅,₀₀₀～ ₁ 万円 ₁₉,₄₉₇ ₁₃,₁₆₃ ₁₀₈,₃₁₉ ₇₃,₁₂₅
₁ 万～ ₅万円 ₇₃,₄₃₅ ₅₁,₂₈₆ ₂₈₄,₆₃₂ ₁₉₈,₇₈₄
₅ 万円以上 ₇₅,₆₉₁ ₅₂,₉₃₇ ₈₄₁,₀₁₃ ₅₈₈,₁₉₄

合計・平均 ₂₀₁,₈₇₄ ₁₄₀,₁₅₅ ₁₁₇,₅₀₅ ₈₁,₅₈₀

人口 ₁人当たり
寄附金額

寄附 ₁件当たり費用 費用比率

総費用
（円）

返礼品
（円）

総費用
（％）

返礼品
（％）

₁₀円未満 ₃,₄₃₉ ₁,₃₃₆ ₇.₈ ₄.₁
₁₀～₁₀₀円 ₆,₅₉₀ ₄,₁₇₆ ₂₃.₈ ₁₅.₂
₁₀₀～₅₀₀円 ₁₀,₂₀₇ ₆,₆₆₂ ₃₄.₉ ₂₁.₈
₅₀₀～₁,₀₀₀円 ₁₁,₄₂₉ ₇,₄₉₀ ₄₁.₉ ₂₆.₈
₁,₀₀₀～₅,₀₀₀円 ₁₁,₆₀₈ ₇,₉₅₉ ₄₅.₉ ₃₀.₉
₅,₀₀₀～ ₁ 万円 ₁₄,₈₈₅ ₁₀,₅₈₄ ₅₀.₂ ₃₃.₈
₁ 万～ ₅万円 ₁₆,₃₂₂ ₁₁,₅₆₈ ₅₇.₁ ₃₉.₃
₅ 万円以上 ₁₈,₃₀₇ ₁₁,₉₂₃ ₅₉.₃ ₃₉.₆

合計・平均 ₁₂,₂₃₅ ₈,₃₁₁ ₄₄.₁ ₂₉.₂

（注） ₁．総務省「ふるさと納税に関する現況調査」₂₀₁₇年度から作成。
₂．平均は各区分の市町村の算術平均。₁団体当たりは各区分の合
計÷市町村数。
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品₈,₃₀₀円）である。 ₁人当たり寄附金額が₁₀₀円未満の市町村では総費用

は数千円であるが，₁₀₀円を超えると ₁万円台になり，₅,₀₀₀円以上になる

と₁₅,₀₀₀円前後，うち返礼品も ₁万円台に上昇し，そして ₅万円以上の突

出群では総費用₁₈,₃₀₀円，うち返礼品₁₁,₉₀₀円である。

　実数でみると， ₁ 人当たり寄附金額が ₅ 万円以上の突出群₉₀市町村の

シェアは，全市町村に対して寄附金額では₃₄.₇％であるが，総費用では

₃₇.₅％，返礼品の調達費用では₃₇.₈％を占めており，返礼品に相対的に多

く支出していることが分かる。

　ふるさと納税寄附金に対する総費用の比率については，全市町村平均で

₄₄.₁％，うち返礼品の調達費用は₂₉.₂％である₂₅︶。人口 ₁人当たり寄附金

額が₅,₀₀₀円以上の市町村では総費用比率が₅₀％を超え，特に ₅万円以上の

突出群では₅₉.₃％，ほぼ ₆ 割になっている。人口 ₁ 人当たり寄附金額が

₁,₀₀₀円以上の市町村では返礼品比率が₃₀％を超えており，うち ₁万円以上

ならびに ₅万円以上の市町村ではほぼ₄₀％に達している。

　ふるさと納税の返礼品をめぐる問題が多発してきたため，₂₀₁₉年 ₆ 月 ₁

日から，総務大臣が一定の基準に適合した団体をふるさと納税寄附金（特

例控除）の対象として指定する仕組みが導入された。その条件の ₁ つは

「返礼品の返礼割合を ₃ 割以下とすること」というものであるが，すでに

₂₀₁₇年度において返礼品比率は全市町村平均で₂₉.₂％であり，₃₀％を超え

る団体が₁,₇₁₈市町村のうち半数近い₈₂₉団体（₄₈.₃％）を占めている。

　返礼品比率が₃₀％を超える市町村は，人口 ₁人当たり寄附金額が₁₀円未

満の市町村ではみられないが，₁₀円以上₁₀₀円未満の市町村で₂₁（₁₅.₄％），

₁₀₀円以上₅₀₀円未満の市町村で₇₀（₂₃.₄％），₅₀₀円以上₁,₀₀₀円未満の市町

村で₇₀（₃₄.₈％），₁,₀₀₀円以上₅,₀₀₀円未満の市町村で₂₈₁（₅₃.₁％），

₅,₀₀₀円以上 ₁万円未満の市町村で₁₂₂（₆₇.₈％），₁万円以上 ₅万円未満の

₂₅） ₂₀₁₇年度について全市町村の算術平均で総費用の構成比をみると，返礼品の調
達₆₇.₃％，返礼品の送付₁₁.₅％，広報₃.₆％，決済等₄.₃％，事務₉.₃％，その他
₄.₀％である。
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市町村で₁₉₄（₇₅.₂％），そして ₅万円以上の市町村では₇₁（₇₈.₉％）であ

る。結局， ₁万円以上の₃₄₈市町村のうち₂₆₅団体（₇₆.₁％）において返礼

品比率が₃₀％を超えている。なお，総費用に占める返礼品の調達費用の割

合は，どの区分でも₆₀％台であり，大きな違いはみられない₂₆︶。

　総務省「ふるさと納税に関する現況調査」では，ふるさと納税寄附金の

額が前年度から増加した団体について，その理由を調査している（図表

₁₁）。₂₀₁₇年度の場合，突出群の第 ₁ 位は「ふるさと納税の普及，啓発」

₈₉％であるが，第 ₂位は「返礼品の充実」₇₁％である。「返礼品の充実」に

ついては，対照群の回答率は₅₆％にとどまるが，全市町村では₇₁％であり，

「ふるさと納税の普及，啓発」₇₃％とあまり変わらない。つまり，寄附金が

増加した市町村の ₇ 割あまりは，ふるさと納税寄附金獲得の手段として

「返礼品の充実」が鍵であることを正直に回答している。

　また，同調査ではふるさと納税募集に際して工夫している取り組みを尋

ねているが，突出群においては，第 ₁位の「インターネットの活用，パン

フレットの作成などの広報の充実」₉₉％（対照群₈₁％）に続いて，やはり

第 ₂位に「返礼品の充実，PR」₈₁％（同₅₆％）があげられている₂₇︶。

₂₆） ₂₀₁₇年度の第₁₉₃通常国会において，井坂信彦衆議院議員は，「地方自治体は本
来，一般財源として行政サービスに充てるべき財源から，返礼品の調達および発
送の費用を捻出しているため，返礼品にかかる費用が地方財政全体を圧迫してい
るのではないかと懸念する声が依然としてある」という問題提起をしている（₂₀₁₇
年 ₆月₁₄日提出）。ところが，これに続く ₄つの質問の ₁つでは，ふるさと納税に
伴う地方交付税措置により「ふるさと納税制度が，地方財政を全体として圧迫し
ているのではないかという意見があるが，政府の見解は如何に」という質問に置
き換えられ，問題提起の前半の事項については言及されてない。その結果，安倍
晋三内閣総理大臣の答弁（同年 ₆月₂₇日）は，「一般財源総額については地方財政
計画で確保されている」といった趣旨にとどまっている。本稿の今回の分析によ
ると，ふるさと納税に対する返礼品等の支出が過剰とはいえ一般財源を侵食する
ほどではない。
₂₇） いずれの選択肢にも回答していない市町村を除く₁,₆₉₅市町村（突出群₈₈，対
照群₈₈）による複数回答。
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₆．　基金残高と地方債残高の変化

（1）基金残高の変化

　都道府県・市町村の基金は，年度間の財政不均衡を調整するための財政

調整基金，将来の地方債償還に備えるための減債基金，これら以外の特定

目的基金の ₃種類から構成される。当年度末の基金残高は，次のように求

められる。

　当年度末基金残高＝前年度末基金残高＋歳出決算額＋取崩し額

　　　　　　　　　＋歳計剰余金処分＋調整額

　右辺の歳出決算額とは，基金造成のために毎年度の予算に計上され，実

際に支出された額のことである。性質別歳出の科目の ₁つである積立金に

あたる（性質別歳出では合計値が掲載されており，基金の種別の内訳は分

からない）。歳計剰余金処分とは，歳入の収納済額から歳出の支出済額と翌

図表₁₁　ふるさと納税寄附金の増加理由
（％）

全市町村 突出群 対照群

対象数 ₁,₁₅₉ ₇₉ ₆₁

①ふるさと納税の普及，定着 ₇₂.₈ ₈₈.₆ ₆₂.₃
②使途，事業内容の充実 ₁₄.₈ ₂₉.₁ ₈.₂
③収納環境の整備（クレジット納付，電子申請の受
付等） ₄₁.₂ ₃₄.₂ ₄₁.₀

④ HP等の広報の充実 ₄₄.₆ ₆₂.₀ ₂₃.₀
⑤返礼品の充実 ₇₀.₈ ₇₀.₉ ₅₅.₇
⑥平成₂₇年度における制度拡充（ふるさと納税ワン
ストップ特例制度の創設） ₂₄.₆ ₄₀.₅ ₁₄.₈

⑦震災・災害への支援 ₄.₃ ₃.₈ ₄.₉
⑧その他 ₁₁.₂ ₁₂.₇ ₁₆.₄

（注） ₁．総務省「ふるさと納税に関する現況調査」₂₀₁₇年度から作成。
₂．いずれの選択肢にも回答していない市町村を除く。複数回答。
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年度に繰り越すべき財源を控除した額，つまり実質収支（歳計剰余金）の

うち基金に編入した額のことである。調整額は，前年度末基金残高の事後

修正や基金の設置目的変更による修正が生じた場合に計上される。₂₀₁₇年

度の場合，調整額は全市町村総額でマイナス₉₀億円弱，基金残高全体の

₀.₁％であり，規模は無視しうるほど小さい。

　図表₁₂は，₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における基金残高の変化を構成要素別にみた

ものである。全市町村では₁₂兆₅,₅₂₆億円から₁₂兆₈,₇₃₃億円へ₂.₆％増，そ

のうち対照群では₄,₃₅₁億円から₄,₂₃₅億円へ₂.₇％減であったのに対し，突

出群においては₂,₆₃₄億円から₃,₅₃₉億円へ₃₄.₃％増加した。それでもなお

対照群の基金残高のほうが多い₂₈︶。突出群については，次のような特徴が

指摘される。

　第 ₁に， ₃種類の基金のうちでは特定目的基金の増加率が₆₁.₄％で最も

大きい。 ₃ 種類の基金残高に占める特定目的基金の比率は₂₀₁₄年度には

₄₆.₉％であったが，₂₀₁₇年度には₅₆.₃％に増大した。財政調整基金と減債

基金の増加率はどちらも₁₀.₅％であり，同じようなペースで積み立てられ

たようにみえる。

　第 ₂に，歳出決算額について，対照群では₇₄₅億円から₃₉₆億円へ半減し

たのに対し，突出群では₂₄₃億円から₁,₁₅₅億円へ ₅倍近く増加した。その

増分の₉₁₁億円のうち₉₀₄億円は特定目的基金の増分である。

　第 ₃に，取崩し額の規模も大きい。対照群では₆₉₄億円から₆₆₆億円に少

し減少したが，₂₀₁₇年度には歳出決算額を超える規模になっている。₂₀₁₇

年度の場合，取崩し額の₇₄.₆％は特定目的基金の取崩しである。他方，突

出群においては₃₀₂億円から₈₆₄億円に ₃倍近く増加した。₂₀₁₇年度の場合，

特定目的基金の取崩しが全体の₈₂.₄％を占めている。対照群では歳出決算

額の落ち込みをカバーするために取崩し額を増やしているとみられるのに

対し，突出群では歳出決算額の規模が大きいと同時に取崩し額の規模も大

₂₈） 対照群で基金残高が多いのは，合併経験のある市町村が突出群より₁₂ポイント
多いことも影響しているとみられる（伊藤₂₀₁₈bを参照）。
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きい。突出群では歳出決算額を積み立てつつ，一方で相当な規模の基金を

取崩していることになる。

　第 ₄に，前節でふれたように，実質収支（歳計剰余金）は突出群では₂₀₅

億円から₂₁₉億円へ₆.₇％増加したが，対照群では₂₅₃億円から横ばいで推移

した。このうち純繰越金については突出群では₁₈₆億円から₁₈₄億円へ微減

であったのに対し，対照群では₂₁₂億円から₂₃₆億円に増加した。前年度実

質収支から純繰越金を控除した残余が歳計剰余金処分として基金に編入さ

図表₁₂　基金残高の構成とその変化
（億円，％）

₂₀₁₇年度 ₂₀₁₄～₂₀₁₇年度

全市町村 突出群 対照群 全市町村 突出群 対照群

₂₀₁₆年度残高 ₁₂₉,₂₇₁ ₃,₂₁₇ ₄,₄₆₃ ₅.₃ ₂₀.₇ ₅.₀
　財政調整基金 ₅₀,₄₈₂ ₁,₁₅₄ ₁,₄₉₄ ₉.₃ ₁₅.₇ ₇.₇
　減債基金 ₁₃,₄₆₆ ₄₀₆ ₃₆₇ ₈.₂ ₅.₃ ₅.₃
　特定目的基金 ₆₅,₃₂₇ ₁,₆₅₇ ₂,₆₀₂ ₁.₈ ₂₉.₃ ₃.₄

歳出決算額 ₁₅,₂₇₁ ₁,₁₅₅ ₃₉₆ －₁₂.₈ ₃₇₄.₃ －₄₆.₉
　財政調整基金 ₃,₅₉₀ ₇₇ ₇₂ －₂₂.₉ －₁.₈ －₂₆.₆
　減債基金 ₁,₁₂₈ ₂₉ ₁₆ －₆.₁ ₄₂.₃ ₃₄.₅
　特定目的基金 ₁₀,₅₅₃ ₁,₀₄₉ ₃₀₇ －₉.₅ ₆₂₃.₇ －₅₁.₆

取崩し額 ₁₇,₄₂₁ ₈₆₄ ₆₆₆ ₄.₃ ₁₈₆.₅ －₄.₀
　財政調整基金 ₆,₉₆₃ ₁₃₀ ₁₆₁ ₃₈.₇ ₆₁.₇ ₆₅.₀
　減債基金 ₁,₁₂₉ ₂₂ ₈ ₉.₂ －₃₀.₇ ₁₇.₀
　特定目的基金 ₉,₃₂₉ ₇₁₂ ₄₉₇ －₁₂.₄ ₂₇₆.₄ －₁₅.₇

歳計剰余金処分 ₁,₆₉₈ ₃₄ ₅₄ －₁₃.₉ ₁₀.₄ ₄.₅
　財政調整基金 ₁,₆₀₂ ₃₃ ₄₉ －₁₅.₅ ₉.₄ ₁.₀
　減債基金 ₇₀ ₀ ₃ ₁₃.₀ – ₅₅.₁
　特定目的基金 ₂₆ ₀ ₃ ₉₆.₄ – ₄₂.₃

₂₀₁₇年度残高 ₁₂₈,₇₃₃ ₃,₅₃₉ ₄,₂₃₅ ₂.₆ ₃₄.₃ －₂.₇
　財政調整基金 ₄₈,₇₁₁ ₁,₁₃₄ ₁,₄₅₄ ₂.₁ ₁₀.₅ ₁.₂
　減債基金 ₁₃,₅₃₂ ₄₁₃ ₃₇₉ ₆.₈ ₁₀.₅ ₆.₃
　特定目的基金 ₆₆,₄₈₇ ₁,₉₉₂ ₂,₄₀₂ ₂.₁ ₆₁.₄ －₆.₁

（注）総務省「地方財政状況調査」から作成。調整額を省略。
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れるが，対照群の市町村は突出群の市町村に比較して，歳計剰余金処分に

より多くを配分している。₂₀₁₇年度の場合，突出群では歳計剰余金処分の

全額を財政調整基金に編入している。対照群では，些少ではあるが，減債

基金と特定目的基金にも編入している。

（2）ふるさと納税寄附金の影響

　突出群においては，ふるさと納税寄附金の増大に伴って歳入が増加し，

歳出でいう積立金，基金会計でいう歳出決算額が増大している。その一方，

基金取崩し額も少なくない。基金取崩し額は繰入金として歳入に繰り入れ

られる。図表₁₂でみたように，₂₀₁₇年度の場合，突出群では積立金（歳出

決算額）₁,₁₁₅億円に対し，基金取崩し額は₈₆₄億円であるが，対照群では

₃₉₆億円に対し₆₆₆億円であり，取崩し額が超過している。

　図表₁₃は，₂₀₁₇年度における積立金（歳出決算額），基金取崩し額，繰入

金の相関係数をみたものである（実数ベース）。基金取崩し額は，公営事業

会計などからの繰入金とともに歳入に繰り入れられるため，突出群・対照

群を問わず，繰入金との相関は当然のことながら非常に高い。積立金（歳

出決算額）と基金取崩し額の関係，積立金（歳出決算額）と繰入金の関係

についても，突出群・対照群を問わず，相関係数が₀.₉を超えており，積立

金（歳出決算額）と基金取崩し額とは連動していることがみてとれる。実

際，₂₀₁₇年度について基金取崩し額÷繰入金の倍率を計算してみると（算

術平均），全市町村と対照群では₀.₉₀₉と少し低いが，突出群では₀.₉₂₂であ

る。突出群では基金を取崩して，その相当程度を一般会計に繰り入れてい

ることが分かる。

　これら ₃項目にふるさと納税寄附金を加えて再計算してみると，対照群

では相関はまったくみられない。ところが突出群においては，ふるさと納

税寄附金と積立金（歳出決算額）ならびにふるさと納税寄附金と基金取崩

し額の相関係数が₀.₉を超えている。このことから容易に推察されるよう

に，ふるさと納税寄附金から返礼品の調達費用などの総費用を差し引いた，
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いわば手取額と積立金（歳出決算額）のあいだの相関係数も高い。₂₀₁₇年

度の場合，実数ベースでみた両者の相関係数は対照群では₀.₁₆₇，全市町村

では₀.₂₆₆（ ₁ ％水準で有意）であるが，突出群では₀.₉₂₁（同）である。

　図式的にいえば，突出群の市町村は，ふるさと納税寄附金₁,₂₄₉億円なら

びに基金取崩し₈₆₄億円（うち特定目的基金取崩し₇₁₂億円）に対応した繰

入金₈₈₇億円を使って，総費用に₇₅₇億円（うち返礼品の調達₅₂₉億円）を支

出し，それでもなお残りがあるため，結果としてふるさと納税寄附金の

₉₀％以上に相当する₁,₁₅₅億円を歳出決算額として基金に編入していること

になる。

　不思議にみえるのは，基金造成のために毎年度の予算に計上され，実際

に支出された額のことである歳出決算額の規模が突出群で異様に大きいこ

とである。

　その理由の ₁つとして，いわば「学習効果」のようなことが考えられる。

図表₁₄は，前年度のふるさと納税寄附金と当年度の積立金（歳出決算額）

の関係をみたものである。対照群については，ふるさと納税が本格化した

図表₁₃　ふるさと納税寄附金と積立金・繰入金の関係（₂₀₁₇年度）

積立金
（歳出決算額） 基金取崩し額 繰入金

（歳入）

ふるさと納税寄附金
₀.₂₅₅ ** ₀.₁₆₆ ₀.₁₄₆
₀.₉₄₉ ** ₀.₉₁₈ ** ₀.₉₁₈ **

₀.₁₃₈ －₀.₀₀₆ ₀.₀₀₄

積立金（歳出決算額）
₀.₇₂₅ ** ₀.₇₉₂ **

₀.₉₈₅ ** ₀.₉₈₅ **

₀.₉₄₄ ** ₀.₉₄₆ **

基金取崩し額
₀.₉₃₁ **

₀.₉₉₉ **

₁.₀₀₀ **

（注） ₁．総務省「市町村別決算状況調」，同「各自治体のふるさと納税
受入額及び受入件数（平成₂₀年度～平成₃₀年度）」から作成。

₂．実数ベースの相関係数。上：全市町村，中：突出群，下：対照
群。*は ₅％水準，**は ₁％水準で有意。
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₂₀₁₄年度は例外であるが，両者のあいだに相関はみられない。他方，突出

群については，₂₀₁₅年度に相関係数が₀.₂₇₁に低下したものの，₂₀₁₄年度

₀.₅₁₁，₂₀₁₆年度₀.₅₅₅，₂₀₁₇年度₀.₇₂₄と年を追って高くなっている（いず

れも ₁％水準で有意）。つまり，前年度のふるさと納税寄附金の実績をもと

に当年度の積立金を見積もっている様子がみてとれる。

　もう ₁つの理由として，補正予算による補正が考えられる。たとえば根

室市は突出群の ₁つであるが，根室市監査委員「平成₂₉年度根室市各会計

歳入歳出決算審査意見書」によると，₂₀₁₇年度の当初予算では歳入は₁₆₉億

₉,₁₀₀万円であったが，補正予算で₅₅億₈,₄₃₆万円，約₃₃％増額された。そ

のほとんどは総務費に計上されている。また，寄附金の当初予算は ₃ 億

₃,₉₇₇億円であったが，補正予算で₃₆億₃,₇₁₂万円増額され，収入済額は当

初予算の₁₀倍を超える₃₉億₇,₆₈₈万円になっている。そのうち₃₉億₇,₃₃₅億

図表₁₄　ふるさと納税寄附金と積立金（歳出決算額）の関係

積立金（歳出決算額）

₂₀₁₄年度 ₂₀₁₅年度 ₂₀₁₆年度 ₂₀₁₇年度

ふ
る
さ
と
納
税
寄
附
金

₂₀₁₃年度
₀.₁₂₉
₀.₅₁₁ **

₀.₃₈₉ **

₂₀₁₄年度
₀.₁₆₃
₀.₂₇₁ **

₀.₁₁₅

₂₀₁₅年度
₀.₁₇₈ *

₀.₅₅₅ **

₀.₀₇₆

₂₀₁₆年度
₀.₂₁₈ *

₀.₇₂₄ **

₀.₁₂₅

（注） ₁．総務省「市町村別決算状況調」，同「各自治体のふるさと納税受入
額及び受入件数（平成₂₀年度～平成₃₀年度）」から作成。

₂．実数ベースの相関係数。上：全市町村，中：突出群，下：対照群。
*は ₅％水準，**は ₁％水準で有意。
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円はふるさと納税寄附金である。性質別歳出の予算は分からないが，積立

金の決算は₃₆億₄,₉₄₄万円である。これは寄附金の₉₂％に相当する。

　補正予算による補正は，繰入金と繰越金についても起きている。やはり

根室市を例に取ると，₂₀₁₇年度の当初予算で繰入金は₁₄億₄,₅₆₂万円，繰越

金はわずか ₁万円であった。ところが補正予算により，繰入金は₁₇億₁,₈₉₃

万円（このほか継続費₄,₁₅₆万円）増額され，繰越金は₅,₉₄₁万円（このほ

か繰越事業費等充当財源繰越額₅,₇₀₆万円）増額された結果，収入済額は繰

入金₂₇億₈,₆₃₈万円，繰越金 ₁億₁,₆₄₉億円になっている。

　突出群においては，ふるさと納税寄附金の増大を背景に，積立金ならび

に繰入金について当初予算を大幅に補正するとともに，歳入歳出差額であ

る繰越金についても補正をおこなっている様子がうかがえる。このような

補正予算による事後的修正は，いわゆる ＂soft budget constraint＂ に通じる

問題であり，財政規律を弛緩させかねないことが懸念される。

　総務省自治財政局（₂₀₁₇）では，₂₀₀₆～₂₀₁₆年度における都道府県・市

町村の基金残高の調査に際して，基金全般について積立方策を質問してい

る（図表₁₅）。全市町村ならびに対照群では，「税収如何にかかわらず，行

図表₁₅　基金の積立方策
（％）

全市町村 突出群 対照群

対象数 ₁,₇₁₈ ₉₀ ₉₀

①税収如何にかかわらず，行革，経費節減等により
捻出した額 ₆₆.₉ ₅₈.₉ ₆₄.₄

②予算見込みを上回った税収 ₃₀.₈ ₂₀.₀ ₁₈.₉
③予算見込みを上回った税収以外の収入 ₂₈.₈ ₃₅.₆ ₂₆.₇
④歳出の不用額 ₅₄.₀ ₆₁.₁ ₅₄.₄
⑤国費関連分の増に対応 ₆.₅ ₆.₇ ₈.₉
⑥その他 ₁₈.₆ ₂₄.₄ ₈.₉

（注）₁．総務省「基金の積立状況等に関する調査結果」（₂₀₁₇年₁₁月）から作成。
₂．第 ₁位から第 ₃位の順位付け回答を複数回答として集計。東京特別区を
除く。
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革，経費節減等により捻出した額」という回答が₆₀％を超えて最も多いが，

突出群では₅₉％であり，₆₀％を割っている。その代わり突出群では「歳出

の不用額」という回答が₆₁％で最も多く，全市町村ならびに対照群に比較

すると，「予算見込みを上回った税収以外の収入」₃₆％，「その他」₂₄％と

いう回答が多いことが特徴である。この調査は，ふるさと納税寄附金が急

増した数年後に実施されたものであるが，突出群においては「税収以外の

収入」が予定していた以上に多く，それが基金積み増しにつながっている

と想像される₂₉︶。

　総務省自治財政局（₂₀₁₇）によると，「ふるさと納税については，受け入

れた年度に活用した残額を基金に積み立てた上で，翌年度又は翌年度以降

に取り崩して活用するのが，一般的運用」とされる。突出群においては，

行革や経費節減に努力しているにせよ₃₀︶，予想以上のふるさと納税寄附金

を集めて返礼品などに支出するものの，それほど「活用」しないまま基金

を積み増ししているようである。

　なお，₂₀₁₇年度の場合，積立金（歳出決算額）÷ふるさと納税寄附金の比

率は，突出群では₁.₁倍，つまりふるさと納税寄附金を₁₀％程度上回る額を

基金に編入しているのに対し，対照群では₅₂.₈倍である（関係市町村の算

術平均）。対照群では，ふるさと納税寄附金が少ない分だけ，その他の財源

をやりくりしているようにみえる₃₁︶。

₂₉） 第 ₁位から第 ₃位の順位付け回答のうち第 ₁位回答だけ取り出してみると，最
も多い「税収如何にかかわらず，行革，経費節減等により捻出した額」について
は全市町村₅₀％，突出群₃₈％，対照群₅₂％， ₂番目に多い「歳出の不用額」につ
いては全市町村₁₈％，突出群₂₈％，対照群₁₈％である（全市町村は₁,₇₁₈，突出群
と対照群はそれぞれ₉₀で計算）。
₃₀） 前田（₂₀₁₈）は，₂₀₀₈～₂₀₁₅年度における市町村の基金残高の積立要因につい
て，確率的フロンティア分析をおこなっている。その結果，東日本大震災の被災
地には特殊な事情があるが，市町村全体でみれば基金積立要因として効率化努力
が認められるとしている。
₃₁） 実数で合計値をみると，突出群における₂₀₁₇年度のふるさと納税寄附金は₁,₂₄₉
億円（対照群₆₂億円）であり，積立金（歳出決算額）の₁,₁₅₅億円（同₃₉₆億円）
よりも多い。
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（3）地方債残高と基金残高の変化

　₂₀₁₄～₂₀₁₇年度に，積立金残高は全市町村合計で₁₂兆₅,₅₂₃億円から₁₂兆

₈,₇₃₀億円へ₂.₆％増，突出群合計では₂,₆₃₄億円から₃,₅₃₉億円へ₃₄.₃％の

大幅増であったのに対し，対照群合計では₄,₃₅₁億円から₄,₂₃₅億円に₂.₇％

減であった。逆に地方債残高については，全市町村では₅₄兆₉,₁₈₉億円から

₅₄兆₉,₀₄₃億円へ₀.₀％減，突出群では₆,₇₀₆億円から₆,₅₈₂億円へ₁.₈％減で

あったが，対照群では₅,₃₄₆億円から₅,₅₈₈億円へ₄.₅％増であった。つま

り，全市町村と突出群では地方債残高は微増し，基金残高は増加した。対

照群では地方債残高が増加し，逆に基金残高は減少した。

　人口 ₁人当たりの算術平均でみると（図表₁₆），地方債残高は全市町村と

突出群でも増加している。突出群の変化率は₅.₄％増であったが，対照群で

は₂₇.₅％増であった。にもかかわらず，₂₀₁₇年度の人口 ₁人当たり地方債

残高は，対照群の₈₁万₂,₆₀₀円に対し，突出群では₁₀₀万₉,₂₀₀円であり，₂₀

万円近い開きがある。

　市町村の財政運営にとって肝心なのは，そのような地方債残高の変化で

ある。₂₀₁₇年度の場合，突出群においては地方債残高と基金残高の相関係

数は，実数でみても人口 ₁人当たりでみても₀.₅を超えている。これは対照

群についても同様であり，相関係数は₀.₂から₀.₃と少し低いものの，実数

でみても人口 ₁人当たりでみても ₁％水準で有意な相関がみられる。つま

り，突出群でも対照群でも地方債残高の規模と基金残高の規模のあいだに

は正の相関がある。ということは，とりわけ突出群の場合，ふるさと納税

寄附金の増大に伴って基金残高が増大したにもかかわらず，その増分に見

図表₁₆　地方債残高の比較

全市町村 突出群 判定 対照群

地方債残高　₂₀₁₄年度 千円 ₆₃₂ ₉₄₅ >> ₇₅₇
地方債残高　₂₀₁₇年度 千円 ₆₇₉ ₁,₀₀₉ >> ₈₁₃
変化率　₂₀₁₄～₂₀₁₇年度 ％ ₆.₄ ₅.₄ ₂₇.₅

（注）総務省「市町村別決算状況調」から作成。人口 ₁人当たり。
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合ったほどには地方債残高を減らしていないことが考えられる。歳出構造

の項でみたように，繰上償還金についても突出群はそれほど積極的ではな

い。元利償還金に対する繰上償還金の比率（算術平均）は，対照群では

₂₀₁₄年度の₂.₉％から₃.₁％へ少し上昇したのに対し，突出群では₂.₅％から

₂.₃％へ少し低下した。

　このような基金残高の変化と地方債残高の変化を照らし合わせながら点

検するため，基礎的財政収支の概念を援用する。基礎的財政収支の定義は，

総務省（₂₀₁₀）と財務省（₂₀₁₄）により，次のとおりである₃₂︶。

　基礎的財政収支＝（歳入－繰越金－地方債発行額－基金取崩し額）

　　　　　　　　－（歳出－地方債元利償還金－基金積立額）

　これは次のように書き換えられる。本稿では便宜的に，右辺第 ₁ 項を

「歳入歳出収支」，第 ₂項を「地方債収支」，第 ₃項を「基金収支」と呼ぶ。

　基礎的財政収支＝（歳入－繰越金－歳出）－（地方債発行額

　　　　　　　　－地方債元利償還金）－（基金取崩し額－基金積立額）

　総務省（₂₀₁₀）と財務省（₂₀₁₄）の定義では，基礎的財政収支は ₃種類

の基金のうち財政調整基金と減債基金を対象とし，特定目的基金を含まな

いが，本稿では含めて計算している。基金積立額は，積立金（歳出決算額）

と歳計剰余金処分の合計である。

　その結果は，図表₁₇のとおりである。全市町村では，₂₀₁₄年度に基金取

崩し額 ₁兆₆,₇₀₇億円，積立金（歳出決算額）と歳計剰余金処分の合計 ₁兆

₉,₄₈₉億円であったため，積立金収支はマイナス₂,₇₈₂億円，つまり積立超

過であった。これが₂₀₁₇年度にはプラス₄₅₂億円，つまり取崩し超過に転じ

₃₂） 総務省（₂₀₁₀）と財務省（₂₀₁₄）では「繰越金」としているため，以下では純
繰越金ではなく繰越事業費等充当財源繰越額を含めている。
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た。対照群でも同じように，₂₀₁₄年度のマイナス₁₀₃億円から₂₀₁₇年度には

プラス₂₁₆億円になり，取崩し超過になった。その約₈₇％は特定目的基金の

取崩し超過である。一方，突出群については₂₀₁₄年度にはプラス₂₈億円の

取崩し超過であったが，₂₀₁₇年度にはマイナス₃₂₄億円の積立超過になっ

た。そのほとんどは，やはり特定目的基金の積立超過によって説明される。

　これらのことは，人口 ₁人当たりでみると，より明確になる（図表₁₈）。

₂₀₁₇年度の基金収支について，突出群ではマイナス₅₆,₉₀₀円，対照群では

プラス₃₉,₃₀₀円であり，大きな差がある。一方は積立超過，他方は取崩し

超過という違いはあるものの，いずれも特定目的基金の寄与が大きいこと

では共通している。特定目的基金に比較すると，財政調整基金と減債基金

の変動は小さいが，₂₀₁₇年度の対照群においては，特定目的基金の取崩し

額の ₄割あまりに相当する財政調整基金を取り崩している。

　他方，地方債収支について実数でみると（図表₁₇），全市町村と突出群で

は₂₀₁₄年度も₂₀₁₇年度もマイナス，つまり元利償還金超過であり，いずれ

もマイナス幅が少し縮小している。これに対し，対照群においては₂₀₁₄年

度にはマイナス₃₅億円であり償還超過であったが，₂₀₁₇年度にはプラス₄₅

億円の発行超過に転じた。ただし，人口 ₁ 人当たりの算術平均でみると

（図表₁₈），₂₀₁₄年度には全市町村，突出群，対照群のいずれもマイナスで

図表₁₇　基金収支と地方債収支（₂₀₁₇年度）
（億円，％）

₂₀₁₄年度 ₂₀₁₇年度

全市町村 突出群 対照群 全市町村 突出群 対照群

歳入－歳出－繰越金 ₁,₀₃₉ ₂₈ ₈₄ ₁,₃₂₇ ₂₈ －₂₀

基金取崩し額－基金積立額 －₂,₇₈₂ ₂₈ －₁₀₃ ₄₅₂ －₃₂₄ ₂₁₆
　財政調整基金 －₁,₅₃₅ －₂₈ －₄₉ ₁,₇₇₁ ₂₀ ₄₀
　減債基金 －₂₃₀ ₁₁ －₈ －₇₀ －₇ －₁₂
　特定目的基金 －₁,₀₁₈ ₄₄ －₄₆ －₁,₂₄₉ －₃₃₇ ₁₈₈

地方債発行額－元利償還金 －₄,₈₄₃ －₉₁ －₃₅ －₄,₃₅₈ －₅₀ ₄₅

（注）総務省「市町村別決算状況調」，同「地方財政状況調査」から作成。
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あったが，₂₀₁₇年度にはいずれもプラスに転じ，発行超過になっている。

突出群全体ではマイナス₅₀億円であり，元利償還金超過であるが，突出群

に属する市町村の算術平均ではプラス₂.₂万円であり，発行超過である。

　参考として基礎的財政収支を計算してみると，₂₀₁₄年度には全市町村，

突出群，対照群のいずれでもプラスであった。突出群では基金収支が取崩

し過多であったが，地方債収支がそれ以上にプラスであったため，基礎的

財政収支はプラスになった。₂₀₁₇年度になると，突出群では歳入歳出収支

はプラス₂₈億円であり，地方債収支はマイナス₅₀億円にマイナス幅が少し

縮小した半面，基金収支が大幅な積立超過になったおかげで，基礎的財政

収支はプラス₄₀₂億円に増大した。ところが対照群においては，歳入歳出収

支がマイナス₂₀億円に転じたうえ，基金収支は取崩し超過，地方債収支は

発行超過になったため，基礎的財政収支はマイナス₂₈₁億円になっている。

₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における突出群と対照群の基礎的財政収支はプラス・マイ

ナスが逆転している。両群では符号は異なるが，基金収支が明暗を分けて

図表₁₈　基金収支と地方債収支の比較

全市町村 突出群 判定 対照群

歳入－歳出－繰越金　₂₀₁₄年度 千円 ₃.₀ ₇.₇ ₁₀.₅
歳入－歳出－繰越金　₂₀₁₇年度 千円 ₀.₅ －₂.₂ ₁.₇

基金取崩し額－基金積立額　₂₀₁₄年度 千円 －₁₂.₄ ₉.₀ > －₁₉.₈
　財政調整基金 千円 －₄.₆ －₂.₈ －₅.₂
　減債基金 千円 －₀.₆ ₀.₉ －₄.₅
　特定目的基金 千円 －₇.₃ ₁₀.₉ －₁₀.₁

基金取崩し額－基金積立額　₂₀₁₇年度 千円 ₀.₇ －₅₆.₉ <<< ₃₉.₃
　財政調整基金 千円 ₅.₂ ₁.₃ ₁₁.₉
　減債基金 千円 ₀.₄ －₀.₈ －₀.₅
　特定目的基金 千円 －₄.₉ －₅₇.₄ << ₂₇.₉

地方債発行額－元利償還金　₂₀₁₄年度 千円 －₂.₁ －₁.₃ －₀.₇
地方債発行額－元利償還金　₂₀₁₇年度 千円 ₂.₂ ₂.₂ ₆.₆

（注）総務省「市町村別決算状況調」，同「地方財政状況調査」から作成。人口 ₁
人当たり。
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おり，地方債収支の寄与は小さい。

₇．　ま　　と　　め

　₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における基準財政需要額をみると，突出群では₂,₉₂₂億円

から₃,₀₀₇億円へ₈₅億円増（₂.₉％増）であり，対照群では₂,₇₈₇億円から

₂,₈₉₅億円へ₁₀₈億円増（₃.₉％増）であった。いずれも人口減少と高齢化が

進展しているため，基準財政需要額が増加傾向にあることは避けられない。

対照群の場合，この間の歳入総額は₇,₄₂₀億円から₇,₂₉₆億円へ₁₂₅億円減

（₁.₇％減）であり，歳出総額は₆,₉₀₄億円から₆,₉₅₀億円へ₄₆億円増（₀.₇％

増）であった。人口の変化率は₃.₀％減であったので，基準財政需要額が増

加しながらも，歳入と歳出がおおむね横ばいで推移していることは納得で

きる。

　ところが突出群については，歳入総額は₆,₅₈₂億円から₈,₃₄₂億円へ₁,₇₆₀

億円（₂₆.₇％）増加し，歳出総額は₆,₃₀₄億円から₈,₀₈₃億円へ₁,₇₇₉億円

（₂₈.₂％）増加した。この間の人口変化率は対照群より大きい₃.₈％減であ

り，基準財政需要額の伸びは対照群より低いことから，突出群における歳

入・歳出の大幅な伸びは異様である。その要因がふるさと納税寄附金であ

ることはいうまでもない。₂₀₁₄～₂₀₁₇年度におけるふるさと納税寄附金の

増分は₁,₁₇₄億円であるが，これに基金取崩しによる繰入金の増分₅₅₈億円

を合計すると，歳入の増分に近くなる。また，歳出の増分のうちでは積立

金の増分₉₁₁億円（対照群では₃₄₉億円減）が最も多いが，このほか物件費

のうち委託料とその他の物件費の増分が合計で₃₅₄億円（同₇₀億円），補助

交付金とその他の補助費等の増分が合計で₄₀₈億円（同₁₀₂億円）などの規

模も大きい。

　では，ふるさと納税寄附金がなかったとすればどうか。歳入総額からふ

るさと納税寄附金を差し引くと，もともと寄附金が少ない対照群について

は₂₀₁₄年度₇,₄₀₁億円，₂₀₁₅年度₇,₅₁₂億円，₂₀₁₆年度₇,₅₂₉億円，₂₀₁₇年度

₇,₁₂₄億円とほぼ横ばいで推移し，₂₀₁₇年度に微減している。一方，突出群
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については₂₀₁₄年度₆,₅₀₇億円，₂₀₁₅年度₆,₇₅₅億円，₂₀₁₆年度₆,₈₀₇億円，

₂₀₁₇年度₇,₀₉₂億円であり，おそらくは繰入金の増分₅₅₈億円の影響で

₂₀₁₄～₂₀₁₇年度に約 ₉％増大している。にもかかわらず基準財政需要額の

伸びとそれほど大きくは乖離していない。ということは，ふるさと納税寄

附金がかりになかったとしても財政運営に多大な支障をもたらしたとは考

えにくい。

　むしろ問題は，ふるさと納税寄附金の使途である。突出群の市町村にお

いては，ふるさと納税寄附金の多くを性質別歳出でいえば積立金，目的別

歳出でいえば総務費に支出しているが，民生費，衛生費，教育費などによ

り多く支出したようにはみえない。そのなかでは目的別歳出のうち総務費

に次いで商工費の増分が大きい。突出群の商工費は₂₀₁₄年度の₁₆₈億円から

₂₀₁₇年度には₃₄₈億円へ₁₈₂億円増であった（対照群では₁₆₂億円から₂₀₀億

円へ₃₉億円増）。

　きわめて素朴な計算ではあるが，₂₀₁₇年度の突出群におけるふるさと納

税寄附金は₁,₂₄₉億円であり，特定目的基金の取崩し額₇₁₂億円を加えると

₁,₉₆₁億円（ア）である。これを返礼品の調達などに使った総費用は₇₅₇億

円（イ）である。アからイを引くと₁,₂₀₄億円（ウ）であるが，このうち

₁,₀₄₉億円（エ）は積立金（歳出決算額）として特定目的基金に編入されて

いる。ということは，ウとエの差額₁₅₅億円が一般の行政サービス，特に商

工費に追加的に支出されたとみなされる。

　主に返礼品調達に使われたとみられる商工費が地方税収に結びつけばよ

いのだが，突出群における個人住民税は₂₀₁₄年度の₃₅₀億円から₂₀₁₇年度の

₃₇₁億円へ₂₁億円増（対照群では₃₅₆億円から₃₇₄億円へ₁₈億円増）であった

ものの，法人住民税は₉₄億円から₉₃億円へ ₁億円減（対照群では₆₈億円か

ら₆₆億円へ ₃億円弱減）であった。少なくとも個人住民税が伸びたことは

評価できるにしても，その伸びはふるさと納税寄附金が少なかった対照群

とあまり変わらない。

　突出群においては，地方債発行額＜元利償還金であり，地方債残高は実
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数としては減少している（人口 ₁人当たりの算術平均では増加している）。

その一方，地方債収支のマイナス幅より基金の収支のマイナス幅のほうが

はるかに大きい。つまり，基金取崩し額＜基金積立額が続いた結果，基金

残高は₂₀₁₄年度の₂,₆₃₄億円から₂₀₁₇年度には₃,₅₃₉億円へ₉₀₅億円増加して

いる。うち₇₅₈億円は特定目的基金の増分である。市町村の基金残高は全般

に増大しているが，₂₀₁₄～₂₀₁₇年度における全市町村の増分の₂₈％を突出

群の基金残高の増分が占めている。特定目的基金に限定すれば過半数の

₅₆％にのぼる。法人企業の資本剰余金・利益剰余金が累増し，金融機関の

日銀当座預金すら増大するなかで，政府部門の一角を担う市町村が地方税

収入の ₇割を超える規模の基金残高を抱え込んでいるのは，マクロ経済的

にも望ましいとはいえないであろう。
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しあげます。
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